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環境科学における仮説について

日本学術会議 会長 近 藤 次 郎

近 頃は炭酸ガスヵ贈 えて,地 球 が温暖化す るこ とについて世 界的 な関心が集 って

いる。すなわち昨年の6月 にはカナダ政府主催 の大気変動 に関する国際 シンポジウ

ムで,先 進国は西暦2005年 まで に炭酸ガス排出量 を2割 削減すべ きである とい う提

言 を採択 した。

炭酸ガスの濃度が大気 中に増 えているということは,キ ー リングの観測等によっ

て確 かであるが,昨 年 日本では冷夏であった し,今 年の冬 も急に寒 くなった。 しか
かんばっ

し一方では,ア メ リカの 中部地区で大旱魅があ り,ヨ ー ロッパや 中国は死者が出る

程 の暑 い夏で あった とい うことである。

地球は何 しろ大 きいので,全 体 として気温が温暖化 している方向に進 んでいるか

どうかはにわかには断定 しがたいが,異 状が起 こって しまってか らでは対策が困難

で手遅れになることは明 らかで あるので,こ れか ら科学者 は注意深 くな りゆ きを見

守 って行 かな くてはな らないであろ う。

ニュー トンはかつて 自分 は仮説 を設 けない と述べ たが,科 学 を進め るには先ず大

胆 な仮説 を立てて、それを実験,観 測 によって確かめるのが普通 である。環境 問題
インパ ク ト

については一般市民に与 える衝 撃が大 きいので,わ が国の環境科学者はやや もすれ

ば研究の成果 を発表することで遅 れを とることが 多いのは残念至極である。オゾン

ホールなどに して も,日本 の昭和基地ですでに観測 データーがあるに もかかわ らず,

その指摘 はカ リフォルニア大学の ロー ラン ド教授 に先 を越 されて しまった。

間違 いを犯す ことを恐れていたのでは,学 問は進歩 しないであろう。例 えば,1972

年の有名 なローマ クラブの 「成長 の限界」で述べ られている危機 で も予測 どお りに

はなっていないが,こ のままで行 けば とい う前提条件が あるので,た とえ当らな く

て もその価値は十分 に認め られる。科学者 はいい加減 なことを述べて,い たず らに

人心 を惑わす ようなことがあってはならないが,そ れ と同時に学問の仮説 を立てる

こ とにおいて大胆でな くてはならない と思 う。(こ ん どう じろう)
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一
放射性廃棄物地層処分の基本的考え方

村 野 徹

1.は じめ に

高 レベ ル 放 射 性 廃 棄 物 の 処 分 の 方 法 と し

て,地 層 処 分(GeologicalDisposa1)の 研 究

が現 在 活 発 に行 わ れ て い る。 しか し,多 くの

人 々 が,廃 棄 物 の処 分 あ る い は地 層 処 分 に対

して 抱 い て い る イ メ ー ジは,「 地 下 埋 設 」で あ

り,さ ら に率 直 な表 現 で は,「 ゴ ミの ダ ン ピ ン

グ 」 で は な い か と思 わ れ る。 こ れ は,必 ず し

も 日本 だ け で は な く,海 外 の新 聞 の 見 出 しで,

DumpingSiteが 処 分 場 の 立 地 場 所 の 意 味 に

使 わ れ て い る こ とは,よ く見 掛 け る とこ ろ で

あ る。

誰 で も,地 中 に何 か を埋 め た 経 験 は あ るだ

ろ う。 また,ブ ル ドー ザ ー が ゴ ミを地 中 に 埋

め て い る様 子 は,人 々 が よ く遭 遇 す る光 景 に

違 い な い。 ゴ ミの ダ ン ピ ン グ と い うイ メー ジ

は,こ れ らの 日常 的 な 経 験 が も と に な っ て,

極 く 自然 に 生 ま れ た もの と考 え られ る。

さ らに,「イ メー ジ 」よ りも っ と突 っ込 ん で,

「考 え方 」 につ い て は ど うか
。 す な わ ち,放

射 性 廃 棄 物 の 処 分 に つ い て は,ど うい う考 え

方 が 持 た れ て い る の だ ろ うか 。 実 際 に は,い

ろ い ろ な考 え方 が 存 在 し,人 々 は そ の 間 を揺

れ 動 い て い る よ うに 思 われ る。 た とえ ば,処

分が出来ないのは,ト イレがないのと同 じで

困るという考 えもある。また反対に処分は責

任を放棄す るの と同じなので処分は認め られ

ない という考 え方 もある。どのような 「イメ

ージ」が より正確で,ど の 「考え方」がよ り

合理的かは,今 後次第に明らかにされなけれ

ばならないだろう。

本稿では,高 レベル放射性廃棄物の地層処

分 に注 目し,そ の大筋の歩み と地層処分に特

徴的な事柄 について述べる。上述のような問

題 を考える一つの材料 となれば幸いである。

2.地 層処分の歩み

地層処分の研究開発をもっとも早 く開始 し

たのは米国であり,そ の時期は1950年 代に遡

る。1970年 代の半ばになると,原 子力利用を

行っている国の殆んど全てがそれぞれのプロ

グラムにより研究を開始 し,こ れ と同じ時期

にIAEAやOECD/NEAの ような機関

を中心 にしたこの分野の国際協力 も始められ

た。 しか し,米 国の地層処分の歴史が,そ の

内容 も記録 も,も っとも豊富であるので,以

下,米 国を中心に,地 層処分の大筋の歩みを

辿ってみたい。
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2.11950年 代～1960年 代

1955年 の9月,米 国のプ リンス トンにおい

て,記 念すべ き会議が開かれた。この会議は,

当時の原子力委員会(AEC)が,放 射1生廃

棄物の地層 中への処分の可能性 を明 らか に

し,さ らに処分のために,如 何 なる研究が必

要かを検討するために,国 立科学アカデ ミー

(NationalAcademyofScience)に 委託し

て開催 されたものである。

会議に参加 した委貝は主 として地質学者,

地球物理学者で,64名 という会議 の規模 と委

貝の構成からみて,米 国が この問題を,当 時

としては重要視 していたことが推察される。

世界的にみて も,こ の種の もの としては,こ

れが第一回の会議であった。

AEC側 の出席者の一人,A.E.Gorman

(原子炉開発部)は,次 のような趣旨の発言

をしている。

「顧みると,多 くの産業は,廃 棄物の処分

を軽視する誤 りを犯 してきたが,放 射性

廃棄物については,わ れわれの直面する

現実の問題から目を逸 らしてはならない

と信 じている。」

当時の状況 としては,軍 事用の原子力施設

のあったハンフォー ドでは,初 期の高レベル

廃液用の タンクが小規模の漏洩 を起 こす一

方,ハ ンフォー ド,オー クリッジ等の原子力施

設に隣接するサイ トでは,ま さに 「ゴミのダ

ンピング」 と変 りのない放射性廃棄物の地下

投棄が定常的に行われていた。 しかし関係者

は,こ の状況 を長期に継続するのは問題であ

るとい う認識 を持っていたもの と思われる。

この会議の成果 として出された最 も重要な

勧告は,放 射性廃棄物 を岩塩層の中に処分す
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る方法が有望であると考えられること,従 っ

て岩塩に関する研究を直ちに開始すべ きであ

るということであった。

岩塩層は,放 射性廃棄物 を長期間閉 じ込め

るのに極めて好 ましい性質 をもつ ものと考え

られた。た とえば,可 塑性が大きいので,そ

の中に入れた廃棄物 をしっか りと包み込んで

しまうこと,岩 塩は深部において水を全 く透

さないこと,岩 塩層を極めて長期間存続させ

た広域的な地質条件が存在 していること等で

ある。当時の廃棄物の地下投棄の状況からみ

て岩塩層処分の研究開発は,誠 に画期的なこ

とであった。

2.21970年 代

1970年 代に入る と,放 射性廃棄物 をめ ぐっ

て,米 国では実にさまざまなことが起 こった。

これ らは勿論,米 国自身の特定な事情に関連

している。なかでも,米 国の原子力開発が軍

事利用から発足 した事を無視 しては,正 確な

理解はできない。 しか し,こ れらの出来事か

ら,よ り一般的な意味を汲み取 り,米 国以外

の国々にとっても貴重な経験 として参考 とす

る見方は,当 時として も勿論 ありえたのでは

ないかと考えられる。

(1)2つ の事故

ハ ンフォー ドの原子力施 設においては,

1940年 代か ら高レベル廃液がタンク貯蔵され

ていたが,1972年 には,タ ンク貯蔵の歴史で

最大の リー クを起こした。しか も,タ ンク貯

蔵の管理責任者は,漏 洩が発生 して以後6週

間もの間,こ の リークに気がつかなかった。

もう少 し詳 しく言えば,タ ンクの液面が低下

している情報があったのにも係わらず,そ れ

晒
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を廃液の漏洩 と結びつけて考 えることが出来

なかったのである。

この事故は,関 係者に衝撃 と多 くの教訓を

残 した。第1に,高 レベル廃棄物 を液体の状

態で長期 に貯蔵 してよいのかどうか,第2に,

長期的な人間の管理に果たして全面的な信頼

をおいてよいのかどうかを改めて検討する契

機 となった。

さらに,殆 ど同 じ時期に,ロ ッキーフラッ

トにあるPu工 場で火災があり,超 ウラン元素

(TRU)で 汚染 された大量の放射1生廃棄物

が発生した。

以上の2つ の事故は,米 国において,出 来

るだけ早い時期に処分場の開設をしようとす

る計画を進める誘因となった。

(2)2計 画 の 中 止

1970年 代 の 初 め,AECは2つ の計 画 を立

て,間 も な く中 止 し た。 こ れ ら も,歴 史 の 一

こ ま と して 無 視 出 来 な い もの で あ る。

出来 る だ け早 く処 分 場 を とい う当 時 の事 情

を う け て,AECは 地 層 処 分 場 をKansas州

Lyonsの 岩 塩 鉱 床 の あ る場 所 に立 地 す る計 画

を決 定 し た(1970)。 しか し,こ の 計 画 は 十 分

な準 備 を欠 い て お り,2年 後 の1972年 に は 中

止 さ れ た 。 お よそ 立 地 計 画 とい う もの に社 会

的 な合 意 を得 る こ との 重 要 性 に つ い て,関 係

当事 者 に全 くそ の 認 識 が な か っ た と して,そ

の 後 に 批 判 と反 省 が 行 わ れ て い る。

も う一 つ は,RSSF計 画 と言 わ れ る もの

で,固 化 した高 レベ ル 廃 棄 物 の 長 期 貯 蔵 計 画

で あ る。RSSF計 画 は,RetriavableSur-

faceStorageFacilityの 略 で,再 取 り出 しの

出 来 る,地 表 に建 設 し た貯 蔵 施 設 とい う意 味

で あ る。 勿 論,こ の よ うな施 設 の 設 置 は,廃

棄物対策 として一歩前進であることは明らか

である。 しかしこれを一つの「RSSF計 画」

とい う全体計画として見 るときには,様 子が

違って くる。RSSF計 画は,立 派な貯蔵計

画ではあったが,そ れに伴 うべ き処分の計画

を切 り捨てていた。そのために,全 体計画 と

しては,む しろ後ろ向きの計画 という評価が

なされたのである。従って,RSSF計 画を

認めた場合には,処 分の研究開発が進まず,

RSSFが なし崩 し的に最終処分場 になって

しまう可能性があるという指摘をうけた。R

SSF計 画は,こ のような観点から,環 境庁

等の反対をうけて,1972年,公 式の場面か ら

は姿を消す こととなった。

(3)地 層処分の骨格の成立

上述のような様々な苦い経験の反省に立っ

て,1970年 代の後半以降,地 層処分 に関す る

本格的かつ組織的な研究が行われることとな

った。今 日の意味における地層処分 の骨格は,

ほぼこの時期に出来上がった と言 える。

これまでの地層処分は,岩 塩層 という特殊

な地層中に埋設しようとい うもので,天 然の

地質環境にのみに依存 した方法であった。ま

た,そ の方法によって何故長期の安全性が保

たれるかについて,改 めて問われ ることはな

かった。これに対 し新 しい地層処分では,(イ)

要求 される地質環境条件 を満たす ものであれ

ば,ど のような地層であって も,地 層処分 の

候補 として研究の対象にな り得るとされた。

(ロ)また地層処分 に要求される,廃 棄物 を隔離

する性能は,天 然の条件だけに依存するので

はな く,工 学的な対策をも含む一つのシステ

ム,す なわち地層処分システム全体により達

成されるとする考 え方が取 り入れ られた。の
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さらに,地 層処分 システムの性能が,長 期 に

わたり,満 足できるものか否かについては,

合理的,科 学的な評価が厳密 に要求されるこ

ととなった。以上の(イ)～のは,従 来の地層処

分 との相違点であ り,今 日の地層処分の技術

的な骨格である。地層処分はこの骨格 をもと

に,適 用性の広い信頼性の高い処分方法とし

て発展することとなった。

2.31980年 代

1980年 代に入ると,地 層処分の技術的側面

に加 えて,社 会的な側面の整備が進められる

ようになった。 このことは,地 層処分が,実

際の放射性廃棄物の長期対策 になるために

は,不 可欠な事柄であり,当 然の流れと言え

るだろう。その代表例が,米 国における法律

「放射i生廃棄物政策法一1982」の成立である。

同法は,1983年1月 に発効 した。この法律は,

所見として先ず,高 レベル放射性廃棄物の処

分 についての米国の過去30年 の対策が十分で

はなかったとい う認識 を述べている。そして,

第一に処分対策の責任分担,第 二に地層処分
　場の立地決定のための詳細な手順

,第 三に処

分対策に関する資金の調達等を,明 確に定め

ている。

1980年 代 におけるもう一つの顕著 な動向

は,地 層処分の分野における国際的協力活動

の進展である。既に述べ たように,放 射性廃

棄物の超長期の対策では,ど のような目標あ

るいは基準にそった対策をたてるべ きかが重

要であ り,基 本になる基準の確立は,む しろ

国際的な性格を持 った問題であると考えられ

た。すなわち,1980年 代には,地 層処分に関

連する基準についての国際的な討議が次第に

進み,そ の成果 を示す報告書が次々に発表さ

れ た 。

3.問 題 の 整 理

以上,地 層処分の大筋の歩みを辿 ったが,

それは文字通 り曲折 した歴史であり,当 初に

明確なプログラムが存在 し,整 然 とすすめら

れたものでは決 してなかった。廃棄物処分,

特に地層処分をめ ぐる問題の全体の姿は,上

述のような歴史の進展の過程で次第に認識 さ

れ,明 らかにされてきたものである。ここで,

もう一度改めて,わ れわれが どうい う問題に

当面 しているのかを整理 してみたい。

およそ,何 らかの対策を確実にとろうとす

れば,次 のような項 目について,中 身が明確

にされなければならない。

1如 何なる対象について対策をとるべ きか

II対 策の目標あるいは基準は何 か

III対 策の内容あるいは方法は何か

先ずこの3項 目を念頭において,出 発点か

ら考 えてみる。

高レベル放射性廃棄物は,原 子力利用が開

始 された殆 ど当初から注目されてきた。それ

は,廃 棄物の放射能が飛び抜けて高 く,そ れ

に加 えて半減期が非常に長 く生物的毒性の大

きい放射性核種が相当含まれているからであ

る。放射性廃棄物は,普 通の化学物質 と違っ

て,半 減期があるため,そ の危険性は時間 と

ともに確実に減少する。それでもなお,高 レ

ベル放射性廃棄物は,極 めて長期間の時間が

経過 しても,何 らかの措置の必要な危険物 と

言 うことがで きる。

それではどの程度の時間スケール を考慮 し

て対策 をとる必要があるだろうか。今,そ の

時間スケールを仮におよそ1000年 程度 として
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おこう。上述の危険物について対策をとると

い うことは,1～IIIの 項目について,た とえ

ば1000年 とい うような長期の時間スケールの

考慮の入った,具 体的な内容が盛 り込まれな

ければならない。こう考 えると,な かなか容

易ならない問題であることが理解で きると思

われる。

上記3つ の項 目に係わる内容 をもう少 しだ

けブレークダウンし,重 要事項 をアンダーラ

インして示してみる。

(1)高 レベル放射性廃棄物 の性質か らみ

て,安 全上の対策は,主 として放射線

安全(RadiationSafety)に ついて と

られなければな らない。

(2)対 策の目標あるいは基準 としては,第

一に将来の世代に対するわれわれの基

本的な考え方,い わば倫理的な姿勢を

きめる必要がある。第二に,放 射線安

全 についての技術的な基準を決めなけ

ればならない。

(3)対 策の内容あるいは方法 として,第 一

に適切な技術的方策が確立され,第 二

に,あ るいはそれ と同時に対策を実施

するのに必要な社会的,制 度的側面を

整備 しなければならない。

上述の(1),(2)を考慮 し,(3)の 具体案の一つ

として,技 術および経済の両面か らみて産業

規模の対策 として近い将来実現可能 と考 えら

れる方策が,地 層処分である。地層処分は,

一般的概念 としては既に確立されたと考えら

れてお り,現 在は各国の特定の自然的および

社会的な条件を考慮 した,い わゆるサイ トス

ペシフィック(Sitespecific)な 地層処分 シス

テムの確立に向かって研究開発が進められて

いる。地下の研究施設などを使った原位置試

験がそのための重要な研究方法 と考 えられて

いる。

さらに,地 層処分の特徴 を示すものとして

次の2項 目を加えたい。その一つは,新 しい

地下利用であり,も う一つは,地 層処分の有

効性を評価するための長期予測である。

以上の他 にも,項 目あるいは要素がいろい

ろあり得 ると思われるが,こ れらすべてが,

相互に関連 し合って事柄が次第に進展 してい

ると言 える。このような動 きの中に,今 日の

地層処分の姿を見ることが出来る。

4.地 層処分に特徴的な事柄

これまで地層処分全体の概要 を述べてきた

が,こ れを補足する意味で,地 層処分に特徴

的な若干の事柄 を個別的に記述 してみたい。

4.1地 層処分の基準 について

地層処分の基本的な基準については,国 際

機関が中心になって検討 を進めているが,こ

こでは,議 論の詳細には立 ち入らず,既 に出

されている方向または要点について,そ の一

部 を示す。地層処分の基準は,倫 理的あるい

はフィロソフィカル とも言えるものと,技 術

的なものに大別 される。 この中では前者すな

わち倫理的なものが最 も根本 にくるのではな

いかと思われる。

(1)そ の第一は,長 期対策を行 う際の目標

として,将 来の世代の安全性のレベルをどう

考えるか という問題である。将来の世代の安

全性のレベルについては,今 日のわれわれ自

身の安全 性のレベルを下回らないようにする

という基本線が出されている。第二は,安 全

性確保 についての将来の世代への負担の問題
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である。 これについては,原 子力を利用 した

今 日の世代は,将 来の世代による監視等の特

別な活動に依存することなく,安 全性が確保

で きる対策をとろうという考え方である。

(2)も う一つの難 しい問題は,先 にも触れ

たが,一 体 どの位の時間スケールを考慮 して

対策をとるべ きかということである。これに

ついては,IAEAで の討議では,特 に明確

な時間限度 を設けない という方向にあるよう

である。しかし様々な理由により,約10000年

程度 と定めている国もある。

何れにして も,さ きの1000年 を遙かに越 え

る文字通 り超長期について,対 策をとろうと

するのが,世 界的な合意の方向である。 この

ように,(1)お よび(2)を合わせた長期的 目標 を

掲げて廃棄物対策 を実施することは,人 類の

歴史上無かったことである。

4.2新 しい地下利用

次の話題は地下利用についてである。地層

処分 を地下利用の観点か ら見るとどのように

考えられるだろうか。地層処分 とは,地 下の地

質環境 を活用する技術であるが,そ の活用あ

るいは利用の仕方に特徴があると言 える。従

来地下は,主 として土木 と鉱山あるいは鉱業

の分野で利用 されて きた。地層処分の場合の

地下利用を,これ らと比較 して考 えてみたい。

一土木の分野では,地 下に様々な施設を建

設 しヂその地下施設を人問が活用すると

い う形がとられている。たとえば,地 下

室,地 下鉄,地 下 トンネル,地 下発電所

等である。

一鉱業あるいは鉱山といわれる分野では,

地下に眠っている地下資源 を,採 掘 して

人間の利用に供 している。

(1)地 層処分 も,地 下 にしっか りした処分

施設をつ くり,そ の施設を使って人間が活動

する。すなわち,そ の施設では,放 射性廃棄

物を地下に運搬 し,所 定の場所に確実に定置

する。このような作業はおそらく,少 な くと

も数10年 続けられ るだろう。 このような地下

施設を作ると言 う点で地層処分は,土 木技術

の力を借 りなければならない。

(2)鉱 山の分野では,地 下の地層の中に眠

っている鉱床を探査 し,鉱 床の分布等 をよく

把握して,地下資源 として利用出来 るもの を,

効率よ く地上にもたらすのである。鉱床 を発

見するには,地 質的な諸条件 をより詳細 に調

査する必要があり,鉱 床の分布によっては,

より深 く地下を掘削しなければならない。

地層処分 も,地 下の地質的諸条件 をよく調

査 して,サ イ トを決める。 また,鉱 山の場合

のように,数100m～1000mと いった,地 下深

部が処分の場所 として利用 される。このよう

にみると,地 層処分 は,鉱 山の開発 と重なる

ところが多いといえる。

(3)地 層処分が上述の2つ の分野 と大 きく

違 う点の一つは,考 慮する時間帯 と時間のス

ケールである。土木では,最 も関心のある時

間帯が,現 在および比較的近 い将来で,長 く

ても,100年 ～200年 程度ではないかと思われ

る。鉱山では,強 いて言えば,現 在およびむ

しろ過去に関心があるのではないかと考えら

れる。すなわち,鉱 床の存在 は,過 去の長い

地球の歴史に由来してお り,そ れを基に探鉱

が行われているからである。これに対 して,

地層処分の関心は,現 在および遠い将来にあ

るわけである。

(4)し か し取分 け違 う点は,地 下のどのよ

うな性質を活用するかとい うことではないか
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と思われる。地層処分は,廃 棄物 を地下に超

長期にわた り安全に閉 じ込めることを目的に

した方法であるので,地 下の地質環境 に備わ

っていると考えられる物 を閉 じ込める性質に

注 目するわけである。先に,鉱 床が地下に眠

っているという表現をしたが,実 は,鉱 床が

地下で生成 して,極 めて長 い時間スケールに

わた り,何 故,眠 ったまま現在まで残ってい

たか とい うことは,地 層処分 にとって極めて

重要である。すなわち,鉱 床 を長い間,四 散

させずに存続させて きた自然のメカニズムこ

そ,地 層処分が意識 して活用 しようとするも

のだからである。

物を長期に閉じ込めるのに関連す る地下の

メカニズムには,地 質的,水 理的,地 球化学

的等,多 くの要因が係わって くるのも特徴で

ある。

しかし,よ く考えると,人 類は有史以来,

地下に物 を埋めて保存することを無意識に行

って来たとも言える。従って,地 層処分はこ

れをより科学的に活用 しようとするものとも

言えるだろう。何れに して も,地 層処分は,

既存の土木や鉱山の技術を基礎 にした,新 し

い地下利用の一つ と言 うことができる。

4.3長 期予測について

先に述べたように,地 層処分の関心は,現

在から遠い将来に続 く超長期の時間帯にある

ため,長 期的な予測 とい うことは,地 層処分

という領域の基本要素 と考えられる。科学の

領域では一般に,予 測 とい うことは,極 めて

野心的なテーマであると言ってよい。見方に

よっては,未 来 を予測することは,科 学の永

遠の課題 とも言えるのではないか と思われ

る。 目的を限定せずに,こ の遠大な課題を追
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求するとすれば,今 後限 り無い研究が必要に

なるだろう。その場合は,地 層処分 とい う対

策 をタイムリーに実施す ることは困難になる

だろう。では,こ こで求め られている予測 と

はどういうものだろうか。それは,地 層処分

というう対策の適切さを事前 に明 らかにする

のに必要な予測である。すなわち,長 期対策

のための予測である。このような意味 をもつ

「予測」の必要性が次第に認識され,性 能評

価 と呼ばれる新 しい技術分野が生まれ,今 日

では国際協力の重要な課題 となっている。

既に述べたように,地 層処分 システムは,

地質環境 とか,ガ ラス とか,処 分施設 とい う

ように,様 々な異質の要素の集合である。従

って,地 層処分に関する長期の予測には,以

下の ような広が りをもった多 くの専門分野の

協力が絶対 に必要である。

(イ)地 球科学(地 質学,地 球化学等)

(ロ)材 料科学(物 理学,化 学,治 金学等)

の モデ リング(数 学,化 学工学等)

この ような専門分野の協力の組 み合わせ

は,地 層処分の研究開発が契機 となって,初

めて生 まれた ものである。実際,こ ういうこ

とがなければ,顔 をあわせることがなかった

と思われる多くの研究者達が,地 層処分につ

いて協力することになった。

長期対策のための予測技術の誕生 とそのた

めの研究者の協力の発展は,地 層処分の研究

開発の基礎であり,これ もまた,今 日の地層処

分の特色 と言えるのではないか と思われる。

5.ま と め

高レベル放射牲 廃棄物の地層処分は,当初,

ゴ ミのダンピングのイメー ジにまさに相当す



る短期的対策の段階から出発 し,長 い,し か

も曲折 した歴史を経て,今 日の姿が形成 され

た。地層処分 は現在,超 長期の信頼性のある

対策 として具体化することを目標に,技 術お

よび社会の両面から,研 究および整備が行わ

れているところである。

しかし,地層処分がそのようなものとして,

広 く理解 され,現 実の対策 として実施 される

までには,な お関係者の努力が必要であるし,

なによりも,地 層処分の新 しい積極的なイメ

ー ジが人々の中に生まれ,定 着される必要が

あるだろう。

一方,観 点 を変えて,地 層処分 を別の面か

らみることが出来ないだろうか。すなわち,

われわれの世界には,放射性廃棄物の他にも,

長期的な視点に立って考 える必要のある課題

が存在するのではないだろうか。さらには,

従来の環境問題の把握の仕方では,短 期的で

あ り過 ぎ,よ り長期的な対策が必要であるこ

とはないだろうか。もしそうならば,地 層処

分の遭遇 して きた様々な問題 についての,考

え方,経 験,技 術などは,そ のような課題の

解決にも活用出来る可能性があるだろう。

地層処分 は,誠 に特殊な課題の長期対策 と

して発展 してきた領域であるが,も し上述の

ような可能性が開けるとしたら,こ の領域に

関係 した人々に とって,さ らに大 きな喜びと

なるに違いない し,極 めて望ましいことでも

ある。

本稿では日本の活動については特に触れな

かったが,地 層処分の分野での 日本の寄与は

これまで決して大 きいものではなかった と言

える。 しかし今後は,こ の分野で 日本のなす

べ きものが少な くないのではないかと考えら

れる。(む らの とおる 専門役)

》
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研 究 者 用 ネ ッ トワー クにつ い て

黒 沢 厚 志

1.は じ め に

現 在,さ ま ざ まな 目的,規 模 を持 っ た コ ン

ピ ュー タ ネ ッ トワ ー ク(以 下,単 に ネ ッ トワ

ー ク と書 く)は
,世 界 中 に 広 が っ て い る。 研

究 開 発 に利 用 され る学 術 的 な もの か ら,銀 行

間 ネ ッ トワ ー ク に 代 表 され る 商 用 の も の ま

で,ま た,世 界 中 を結 ぶ 広 域 の ネ ッ トワー ク

か ら,大 学 キ ャ ンパ ス 内 ネ ッ トワー ク まで,

わ れ わ れ は何 らか の 形 で ネ ッ トワ ー クの 恩 恵

を受 けて い る。

日本 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク

は,こ れ まで,銀 行,JR,航 空 会 社 の 全 国 オ

ン ラ イ ン シ ス テ ム や,大 学 間 ネ ッ トワー クな

ど,大 型 コ ン ピ ュー タ を中 心 と した 広 域 ネ ッ

トワー クの 形 態 を とっ て き た。 そ の 目的 は,

主 と して,ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェ ア,デ

ー タベ ー ス な どの 「コ ン ピュ ー タ 資 源 の 共 有 」

で あ っ た。

しか し,昭 和60年4月 に デ ー タ通 信 が大 幅

に 自由 化 され,公 衆 電 話 回線 へ の コ ン ピュ ー

タ接 続 規 制 は 緩 和 され,ネ ッ トワー ク上 で の

メ ッ セー ジ交 換 が 容 易 に な っ た 。 す る と,商

用 の 大 規 模 な もの か ら草 の 根 的 な小 規 模 の レ

ベ ル ま で,い わ ゆ る 「パ ソ コン 通 信 」 が 出 現

した。 以 後 この よ う なネ ッ トワ ー クの 数 お よ

び そ の 利 用 者 は増 加 の 一 途 を た ど っ て い る。

こ の パ ソ コ ン通 信 は,電 子 メー ル,電 子 会 議

な どの 「情 報 交換 」 を主 目的 と して お り,利

用 者 は ネ ッ トワ ー ク に参 加 す る こ とが で き る

の で,ネ ッ トワ ー ク利 用 者 の裾 野 は著 し く拡

大 した 。

こ れ らの 「情 報 交 換 」 型 ネ ッ トワー クの 多

くは,商 用,ボ ラ ン テ ィ アベ ー ス で運 営 され

て い る。 そ れ に 対 し,国 ・学 会 等 が整 備 す べ

き,研 究 情 報 交 換 の 広 域 ネ ッ トワー ク環 境 整

備 の 遅 れ が ク ロー ズ ア ップ され て い る。

現 在,日 本 に お け る研 究 者 用 ネ ッ トワー ク

と して,(1)国 立 大 学 の計 算 セ ン ター を相 互 に

結 ぶ,全 国 大 学 間 ネ ッ トワー ク(N1ネ ッ ト)

(2)大学,研 究 機 関 の 物 理 学 関 係 のユ ー ザ ー が

多い ボ ラ ン テ ィ ア のBITNET(3)大 学,研 究

機 関,企 業 等 のUNIX(オ ペ レー テ ィ ン グ シ ス

テ ム の 一 種),ユ ー ザ ー に よ る ボ ラ ンテ ィ ア ネ

ッ トワー クJUNET(JapaneseUniversity

Network)(4)プ ラ ズ マ核 融 合 分 野 に お け る名

古 屋 大 学 プ ラ ズマ 研 究所 計 算 機 ネ ッ トワー ク

(IPPJNET)な ど が あ げ られ る。

そ れ に 対 し合 衆 国 で は,1969年 に 国 防 総 省

が デ ー タベ ー ス,高 速 中 央 処 理 演 算装 置,グ
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ラフィック設備の資源共有 を目的 としたコン

ピュー タネッ トワークARPANETの 構i築iに

着手 している。当初の 目的は資源共有であっ

たが,そ の後利用者は電子 メールなどの情報

交換機能 に注 目し,メ ールを通 じての情報交

換が活発 になった。

現在でも,ARPANETはInternetと い う

ARPANETを 含んだより広範囲のネッ トワ

ー クの一部 という形態をとりながら,合 衆国

内の大学および研究機関を結ぶ重要なネッ ト

ワー クとして機能 している。 その後 も合衆国

では様々な情報交換型の広域ネッ トワークが

発達 し,研 究者用に限 らず,ボ ランティアベ

ース,商用べ一スのネッ トワー クが整備され,

その利用 も日本にさきがけて進んでいた。

また,ネ ッ トワーク技術のほかにも,コ ン

ピュー タ利用技術の進歩にはめざましいもの

があり,ス ーパー コンピュー タと呼ばれる高

速計算機 を用いたシミュレー ション実験の詳

細化,高 速化などはその よい例である。今後

とも国内はもとよ り海外機関との間でもこれ

らの情報 ・ツールの活用,か つ効率的利用をめ

ざし,通 信ネ ットワーク技術 も含めてコンピ

ュータ資源の有効活用を図る必要がある。

今回,ネ ッ トワークの整備状況をはじめ と

したコンピュータ利用環境に関する海外調査

を実施する機会が与えられたので,そ の概要

を報告する。

2.調 査 の 目的

調 査 の 目的 は,以 下 の3点 に ま とめ られ る 。

・計 算 機 統 合 ネ ッ トワー ク構 築

メ イ ン フ レー ム(汎 用 大 型 計 算 機),ス ー パ

ー コ ン ピュ ー タ を 統 合 した シス テ ム の 可 能 性

・広域ネッ トワー ク

研究機関 ・大学 ・企業等 をメンバー とする

ネッ トワークの相互乗入れと,基 本幹線 とし

ての国主導の研究用ネ ットワー ク

・ソフ トウェアの共同利用,蓄 積

広域ネッ トワークの資産 としての共同利用

ソフ トウェア

そのうち,今 回は研究者用広域ネッ トワー

ク関連 に絞って紹介する。

3.合 衆 国 に お け る コ ン ピ ュー タネ ッ トワ ー

ク環 境

本 章 で は,調 査 対 象 で あ るエ ネ ル ギー 関連

研 究 の ネ ッ トワー クお よ び ス ー パ ー コ ン ピ ュ

ー タ ネ ッ トワー ク を 中心 に 紹 介 す る
。

3.1磁 気 核 融 合 ネ ッ トワ ー ク

(MFENET)

プ ラ ズ マ 磁 気 閉 じ込 め 問 題 の コ ン ピ ュー タ

解 析 は,50年 代 に 始 ま り,60年 代 末 に は 高 速

コ ン ピュ ー タ に よ っ て,プ ラ ズマ 挙 動 シ ミュ

レー シ ョン の可 能 性 が で て き た。 この よ うな

磁 気 核 融合 関係 研 究 者 の情 報 交 換 お よび 計 算

機 資 源 共 有 の要 望 を受 け る形 で,1974年 に エ

ネ ル ギ ー 研 究 開 発 局(ERDA,現 エ ネ ル ギ

ー 省)は
,国 立 磁 気 核 融 合 コ ン ピュ ー タ セ ン

ター(略 称NMFECC)を 設 立 した 。 現 在 セ ン

ター は ア メ リカ に お け る磁 気 核 融合 研 究 お よ

び他 の エ ネ ル ギ ー 研 究 に 関 す る コ ミュニ ケ ー

シ ョ ン を促 進 し,情 報,コ ー ド,デ ー タ,マ ンパ

ワー,コ ン ピ ュ ー タパ ワ ー の 共 有 に よ る先 端

的 な コ ン ピ ュ ー タ環 境 を提 供 して い る。

磁 気 核 融 合 ネ ッ トワー クMFENET(Mag・

neticFusionEnergyNetwork)は,ロ ー レ

一11一

,



I

I

-
甲
-

巴

口
、
I
L

臨

-

-

I

I

-慌
-

一

躍
卍
瑞

-

ン ス ・リバ モ ア 国 立 研 究所 の 国 立 磁 気 核 融 合

コ ン ピ ュ ー タ セ ン タ ー を 中 心 に 発 展 して き

た 。MFENET構 築 の 目的 は,磁 気 核 融 合 研 究

者 間 で,米 ク レイ 社 の ス ー パ ー コン ピ ュー タ

で あ る ク レ イ ー1を 共 同利 用 し,か つ 研 究 情

報 交 換 を行 お う とす る もの で あ っ た 。 この よ

うな ス ー パ ー コ ン ピ ュー タの ネ ッ トワ ー ク を

通 じ た 外 部 利 用 サ ー ビ ス を 開 始 し た の は

MFENETが 最 初 で あ る とい わ れ て い る。 ネ

ッ トワ ー ク は電 子 メー ル,フ ァ イ ル 転 送,リ モ

ー トコマ ン ド実 行 な どの機 能 を有 して い る
。

1988年 現 在,全 米 約120機 関 の約4400人 が,

NMFECCの4台 の ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ

(ク レ イー12台,ク レ イーX/MP,ク レ イー2

そ れ ぞ れ1台),ネ ッ トワー ク上 の 米DEC社

VAXコ ン ピ ュ ー タお よび5つ の サ ー ビ ス セ

ン ター の コ ン ピ ュ ー タ を共 同 利 用 して い る

NationalMFENetwork1988

(図1参 照)。

日本か らは名古屋大学プラズマ研究所 を中

心 とす る核 融合研 究の ネ ッ トワー クか ら

MFENETに 接続することができる。

MFENETはMFENETIIと 呼ばれる新 し

いハー ドウェア,ソ フ トウェア,プ ロ トコル

(通信規約)か らなるネッ トワークに3年 計

画で再構築 され,将 来はエネルギー省の推進

す るエネルギー科学ネッ トワー ク(後 述)上

の1つ のネットワー クとなる予定である。

3.2エ ネ ル ギ ー科 学 ネ ッ トワー ク

(ESNET)

米 エ ネ ル ギ ー 省(DOE)は エ ネ ル ギー 研

究 の イ ン フ ラ ス トラ クチ ャ ー と して エ ネ ル ギ

ー 関 連 研 究 者 の ネ ッ トワー ク で あ るESNET

(EnergyScienceNetwork)を 構 築 中 で あ

ロのドヨこし ロ
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図1MFENET(1988年 現 在)
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「

り,ESNET運 営委員会,関 連研究機関接続調

整委員会およびNMFECCの ネッ トワーク ・

スタッフなどがネ ットワーク運営に関与 して

いる。この うちNMFECCは 実質的業務であ

る計画,設 計,実 施および運用の重要な役割

を担っている(図2参 照)。

ESNETの 目標 は,大 き く以下の点で整理

す る こ とが で き る(図3参 照)。

・エ ネル ギ ー 研 究 開 発 の 支 援

ESNETの カ バ ー す る分 野 は 応 用 数 理 科

学,基 礎 エ ネ ル ギー 科 学,保 健 及 び 環 境,高

エ ネ ル ギ ー 物 理,核 融 合 の5つ で あ る。 こ の

う ち後 者2つ に つ い て は それ ぞ れHEPNET

(HighEnergyPhysicsNetwork),お よ び

,

ESnet Howisitmanaged?

β

・Networkbudget

・Managemeptpolicy

。lnteragencyisSues

.lnternationaliSSueS

SiteAccess

Coordinatorcommittee

・ESnetAccess

-SiteAdministration

-OperationSupport

-LocalConfiguration

MFEgC
NetworkingStaff

ESnet
SteeringCommittee

・Planning・Specifyprogramrequirements

・Design・Establishnetworkpriorities

・lmplementation・Identifyresearchneeds

・Operation・Determinefunctionalobjectives

図2ESNETの 運 営 形 態

ESnet Whereisitgoing?

Agencies ProtocolCommUnities

ANY

XXX

DECnet

…一....ISO・OSl

NSP

TCP

図3ESNETの 目標
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MFENETが すでに存在 しているため,そ の

2ネ ッ トワー クを取 り込む形でネッ トワー ク

を構築するとしている。

・国際協力推進

運営委員会は関連機関に対 して接続 を希望

する諸外国機関にはどのようなものがあるか

をアンケー ト調査 した。その結果,オ ース ト

ラ リア,イ ギ リス,フ ランス,イ タリア,日本,

スイスおよび西 ドイツなどのエネルギー関連

研究機関が リス トアップされた。核融合に関

していえば,国 際熱核融合実験炉(ITER)

設計プロジェク トが西 ドイツで実施 されるた

め,ITERへ の接続ネッ トワー クを早急に

整備する必要性があるとのことであった。

・コス ト低減

1)ネ ットワークの統合によるネッ トワーク

間の情報の冗長性の排除およびネットワー ク

の中央管理,2)他 省庁および他ネットワー ク

との接続お よび操作互換性の確立によって情

報収集および交換 に関す るコス トの低減を図

ることがで きるとしている。接続 を考 えてい

る省庁はエネルギー省のほかに防衛高級研究

計画局(DARPA),厚 生省(DHHS),国

防総省(DOD),国 立航空宇宙局(NASA),

国立科学財団(NSF)な どである。 また,ほ

かの研究用ネ ットワークおよび公衆データ回

線(日 本の もの を含む)と の接続性 も確保す

る予定である。

・ネッ トワー クの機能拡張

現在,ネ ッ トワークのプロ トコルは各ネ ッ

トワー クによってまちまちで,こ れがネッ ト

ワー ク相互接続の障害 となるため,国 際規格

であるISOの プロ トコル を含めた現存の

種々のプロ トコルを利用可能 とする一方,E

SNET共 通のプロ トコルも利用可能 とする

予定である。その他の機能拡張 として,ウ ィ

ン ドウ処理(一 画面で多 くの処理 を並行 して

行 う),分 散処理(2つ 以上の コンピュータを

使用 して1つ の処理 を行 う)な どもサポー ト

していくとのことであった。

3.3国 立 科 学 財 団 ネ ッ トワー ク

(NFSNET)

80年 代 前 半,学 術 研 究 にお け る先 端 的 コ ン

ピュ ー タ施 設 の 不 足 が 認 識 され は じめ,国 立

科 学 財 団(以 下NSF,NationalScience

Foundation)や 国 立 科 学 ア カデ ミー は,以 下

の 問 題 を指 摘 して い た 。

1大 型 コ ン ピ ュ ー タは 新 しい発 見 の 重 要

な 手 段 とな って き て い る。

2早 急 に合 衆 国 の研 究 者 が ス ー パ ー コ ン

ピュ ー タ を利 用 で き る よ うに す る必要 が あ る。

3研 究 者 とス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ を結 ぶ

「コ ン ピ ュー タネ ッ トワ ー クが 必 要 で あ る
。

この 動 向 を受 け て,NSFは ス ー パ ー コ ン

ピ ュ ー タ に 関 す る2つ の プ ロ グ ラ ム を開 始 し

た。 そ の ひ とつ は スー パ ー コ ン ピ ュ ー タ資 源

配 分 を 目的 と した スー パ ー コ ン ピ ュ ー タセ ン

タ ー の 設 立,も うひ とつ は ス ー パ ー コ ン ピ ュ

ー タ に 接 続 す るた め の 国 主 導 の ネ ッ トワ ー ク

NSFNET構 築 で あ っ た 。

現 在,全 米 に 以 下 の6つ の ス ー パ ー コ ン ピ

ュー タ セ ン ター が あ る。(カ ッ コ内 は設 置 場 所)

・コー ネ ル 大 学 ス ー パ ー コ ン ピ ュー タ施 設

・ジ ョン ・フ オ ン ・ノ イ マ ン国 立 ス ー パ ー

コ ン ピュ ー タ セ ン ター(プ リンス トン大 学)

・国 立 ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タア プ リケ ー シ

ョン セ ン ター(イ リノ イ大 学)

・サ ンデ ィ エ ゴ スー パ ー コ ン ピ ュ ー タ セ

ン ター(カ リフ ォル ニ ア 大 学 サ ン デ ィエ ゴ校)

14一
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NorthWestNe電(Boeing
CompuIingServices,

{StanfordUni》ersity)

SDSCNetwork`SanDiego
SupercomputerCenler)

●RegionalNetWork

◇RθgionalNetWorkplusSupercomputingCenter

▲SupercomputingCenter

MIDNET{teni》ersity

o「Nebraska・Lincoln)

NCSA{Universityot
l闘inois。Urbana.Champaign

Merit{University
ofMiChigan)

NYSERNET{CornelI
University)

繍 。SC

Suranet〔UniversityO「

Maryland》

PSCNEτ(Pittsburgh
Supercompu亀erCenter}

6

,

図4NSFNETに お け るスーパ ー コンピュー タ と地域 ネ ッ トワー ク

・ピ ッツバ ー グ スー パ ー コ ン ピュ ー タ セ ン

ター

・国 立 気 体 研 究 所 科 学 計 算 部 門

こ の6つ の セ ン タ ー はNSFが 資 金 を 提 供

す る衛 星 回 線(バ ッ クボ ー ン)で 結 ば れ,ネ

ッ トワー クの 中心 的役 割 を果 た して い る。 ま

た,多 くの 地 域 ネ ッ トワー クや キ ャ ンパ ス ネ

ッ トワ ー クがNSFNETの 構 成 要 素 とな っ て

い る(図4参 照)。

3.4コ ン ピ ュ ー タ利 用 環 境 の 例

(1)サン デ ィエ ゴ ス ー パ ー コ ン ピ ュー タセ

ン タ ー

NSFNET運 営 の 例 と して,サ ン デ ィェ ゴ

ス ー パ ー コ ン ピ ュー タセ ン タ ー(略 称SDS

C)を 紹 介 す る。 セ ン ター は1985年 にNSF

に よ り コ ン ピ ュー タ(特 に ス ー パ ー コ ン ピ ュ

ー タ)資 源 の 配 分
,先 端 技 術 の 開 発 を 目的 と

して設 立 され た共 同 利 用 施 設 で あ る。 セ ン タ

ー は カ リフ ォル ニ ア 大 学 サ ン デ ィエ ゴ校 内 に

あ り,GAテ ク ノ ロ ジー 社 がNSFの 契 約 者

と な っ て運 営 に あ た って い る 。 ま た,25の 大

学 お よ び研 究 機 関 を メ ンバ ー とす る運 営 委 員

会 は セ ン ター 利 用 機 関 の 調 整 を行 っ て い る。

研 究 者(運 営 委 貝 会 の メ ンバ ー 機 関 に所 属

して い な くて もよ い)がSDSCの コ ン ピ ュ

ー タ を使 用 して 大 規模 計 算 を行 い た い 場 合 に

は,SDSC(NSF資 金 を使 用 す る 場 合 に

はNSFに も)に 申請 し,SDSCコ ン ピ ュ

ー タ資 源 配 分 委 員 会 の 認 可 が お りれ ば
,ス ー

パ ー コン ピ ュー タ を は じめ とす るSDSCの

コ ン ピ ュ ー タ資 源 を利 用 す る こ とが で き る。

これ は科 学 者 た ち に 自 由 に ス ー パ ー コ ン ピ ュ

ー タ を使 用 す る環 境 を与 え る こ とに よ って
,

ア メ リカ の 科 学 研 究 の レベ ル ア ップ を図 ろ う

とす るNSFの 政 策 の 一 環 で あ る。

セ ン タ ー は ク レイ 社 の ス ー パ ー コ ン ピ ュー

タ,ク レイ ーX/MPを 中心 と し た シ ス テ ム 構

成 を と っ て お り,参 加 機 関 の ネ ッ トワ ー ク

(SDSCNET),NSFNET,BITNETな ど の

ネ ッ トワ ー ク お よび 公 衆 回 線 か らの コ ン ピ ュ

ー タ 接 続 が 可 能 な 通 信 シ ス テ ム を 備 え て い
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SDSCに おける計算プロジェクトは1988

年2月 現在430に のぼ り,120機 関の2200人 以

上の研究者がこの制度 を利用 している。その

研究分野は生物および化学,数 学および計算

機科学,工 学,地 球物理学,物 理学 など多岐

にわたっている。

(2)ヒュース トン地域研究センター

ヒュース トン地域研究センター(Houston

AreaResearchCenter,略 称HARC)は,

産官学連携 を目的 とした公益研究機関であ

る。1982年 設立以来,他 研究機関,企 業研究

所,国 立研究所,連 邦機関,外 国機関から共

同研究者を受け入れての共同研究に加 えて,

ライス大学,テ キサス農工大,ヒ ュース トン

大学,テ キサス大学オースチン校のテキサス

州4大 学 とg)共同研究を実施 している。

且ARCに は7つ の研究センターがあり,

その名称 と主な活動内容は以下の通 りである。

・テキサス加速器センター

エネルギー省の推進する超電導大型加速

器SSC計 画に参加

・レーザー応用研究センター

レーザーの産業,医 療,軍 事応用研究

・地質工学研究所

石油 ・ガス探査研究

・成長問題研究所

人口,資 源,環 境,経 済などの地球規模

問題の研究

・材料科学研究センター

表面科学,レ ーザー照射時の高温挙動等

・コンピュー タシステム応用研究センター

後述

・宇宙技術研究センター

宇宙流体力学,宇 宙バイオテクノロジー

な どの宇 宙 関 連 学 際 分 野 の 研 究

この う ち,コ ン ピ ュ ー タ利 用 環 境 の 面 か ら

興 味 深 い の は コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム 応 用 研 究

セ ン ター(ComputerSystemsandApplica-

tionsResearchCenter,略 称CSARC)で あ

る 。CSARCの 目的 は,他 の6つ の セ ン タ

ー と リン クす る形 で 地 質 工 学
,医 療,材 料,

製 造,通 信,加 速 器 物 理,レ ー ザ ー 応 用,生

命 医 療 工 学,意 志 決 定 モ デ ル な どの分 野 の高

速 計 算 研 究 を実 施 す る と と も に,ソ フ トウ ェ

ア,ネ ッ トワー ク 関連 の 成 果 を あ げ て い くこ

と に あ る。

現 在,6つ の セ ン タ ー の うち,積 極 的 にC

SARCを 利 用 し て い るの は,地 質 工 学 研 究

所 で あ る。 人工 地 震 法 を利 用 した石 油 ・ガ ス

資 源 探 査 に お い て は,大 量 の デ ー タ を高 速 に

処 理 す る 必要 が あ り,ス ー パ ー コン ピュ ー タ

が利 用 で き る こ とは 大 き な メ リ ッ トで あ る。

特 にHARCは ヒ ュ ー ス トン 郊 外 に あ る た

め,石 油 産 業 の ニ ー ズ も大 き い との こ とで あ

っ た 。

セ ン ター は 日本 電 気 製(合 衆 国 に お い て 日

本 製 の スー パ ー コ ン ピュ ー タが 導 入 され て い

る の は,政 治 的 背 景 もあ り珍 しい)ス ー パ ー

コ ン ピ ュー タSX-2を 中 心 と した シ ス テ ム を

有 して い て,HARC所 内 利 用 お よび 地 域 ネ

ッ トワ ー クやNSFNETな どの ネ ッ トワ ー ク

を通 じた外 部 か らの 利 用 が 可 能 で あ る。

ま た,HARCか ら は,NSFNETを 通 じ

て,NSFの ス ー パ ー コ ン ピ ュー タ セ ン ター

と も 接 続 可 能 と な っ て い る。NSFNETや

ARPAInternetな ど の 広 域 ネ ッ トワー ク へ

の ア ク セ ス の ほ か に も,SURANET(The

SoutherneasternUniversitiesResearch

AssociationNetwork),SESQUINET(The
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TexasSesquicentennialNetwork)な ど の 地

域 ネ ッ ト ワ ー ク へ の ア ク セ ス が 可 能 で あ る。

4.そ の他の主な研究者用ネ ットワークと相

互乗り入れ問題

調 査 対 象 以 外 に も,著 名 な研 究 者 用 広 域 ネ

ッ トワ ー ク に以 下 の よ うな もの が あ る。

・ARPANET

国 防 総 省 主 導 の最 初 の 広 域 ネ ッ トワー クで

あ り,パ ケ ッ ト交 換 と い われ る通 信 形 式,T

CP/IPと 呼 ば れ るプ ロ トコル の 実 用 化,

お よ び コ ン ピ ュー タ 資 源 の 共 有 な ど,以 後 の

ネ ッ トワ ー ク に大 きな 影 響 を与 えた 。現 在 は,

Internetと 呼 ば れ る よ り広 範 囲 の ネ ッ トワ ー

クの 一 部 と な っ て い る。

・CSNET

主 に計 算機 科 学 研 究 者 間 を結 ぶ 合 衆 国 を中

心 と した ネ ッ トワ ー クで,そ の接 続 先 は ヨー

ロ ッパ,イ ス ラ エ ル,韓 国,オ ー ス トラ リア

等 に も伸 び て い る。 日本 に お い て は,東 大 計

算 機 セ ン ター の コン ピュ ー タ を通 じて 接 続 可

能 で あ る。

・BITNET'

当初,加 入 で き る コ ン ピ ュ ー タはIBM機

に限 られ て い た が,現 在 はIBM社 以 外 の マ

シ ン で も参 加 で きる よ う に な っ て い る。 この

ネ ッ トワ ー ク は世 界 に 広 が っ て お り,参 加 機

関 数 は400程 度,接 続 され て い る コ ン ピ ュ ー タ

の 数 は3000以 上 とい わ れ て い る。

・USENET/JUNET

UNI.Xの 使 え る コ ン ピ ュ ー タ と公 衆 電 話

回 線 お よび モデ ム と呼 ば れ る 簡 単 な通 信 機 器

が あれ ば,誰 で も参 加 で き る ボ ラ ン テ ィア の

国 際 ネ ッ トワー ク で あ る。 そ の た め 接 続 コ ン

ピュータ数の正確な把握は不可能であるが,

世界中で2000台 以上 といわれている。

日本にも,UNIXマ シンのネットワー ク

であるJUNETが あ り,民 間機関を含め,

200台 以上の機関が加入 している。

・N1ネ ッ トワー ク

NTTの 回線を使用する日本の大学間広域

ネッ トワークである。 さまざまなメーカーの

多様なコンピュータをつなぐ異機種間ネ ット

ワークの形態をとってお り,遠 隔利用,フ ァ

イル転送が可能 となっている。 また,昭 和60

年4月 の通信化以前は,法 規制により電子メ

ール交換が不可能であったが,自 由化以降,

メール機能の開発が進められ,現 在は利用可

能 となっている。

日本における研究者用ネ ットワークは,そ

のカバーする分野の不足に加えて,他 のネッ

トワー ク利用者 とコミュニケーションを図 り

たい場合には,一 部で接続可能であるものの,

完全にネッ トワー ク間相互の接続が可能 とな

っているわけではない。他のネッ トワー クに

加入 している研究者 と通信 したい時に,合 衆

国の学術ネッ トワー クに加入 し。合衆国内部

の接続 を利用 してコミュニケーションを図る

という,笑 えない話 を生みだした状況は,現

在は改善 されつつある。それに対 し合衆国で

は,今 回の調査対象でもある,エ ネルギー省

の推進するESNET構 築の動向にもみられ

るように,ネ ットワーク設計の初期段階から

他のネットワー クとの接続 を考慮 している。

現在育 ちつつある情報交換型の研究者用ネ

ッ トワーク構築においては,将 来を考慮 して

異機種間および異ネッ トワーク間接続可能な

設計が求められるであろう。
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5.そ の 他 の 研 究 者 用 ネ ッ トワー ク の 課 題 と

コ ン ピ ュ ー タシ ミュ レー シ ョン

相 互 接 続 問題 の ほ か に も,ネ ッ トワー ク設

計 時 にお け る(1)ス タ ー 型,リ ン グ型 な ど

の ネ ッ トワー ク形 態 の検 討,(2)ス ー パ ー コ

ン ピ ュー タ,メ イ ン フ レー ム,ミ ニ コ ン ピ ュ

ー タ
,ワ ー クス テー シ ョ ン,パ ー ソナ ル コ ン

ピ ュー タ そ れ ぞれ の レベ ル,能 力 に応 じた タ

ス クの 最 適 配分,(3)今 後 開 発 が進 む と思 わ

れ る高 速 画像 処 理,高 速 数 値 計 算,人 工 知 能

処 理 な どの機 能 を もつ イ ン テ リ ジ ェ ン ト小 型

専 用 機 の有 効 利 用 な どは,将 来 の 課 題 と して

残 され て い る。

ま た,そ の 重 要 性 を増 して い く と思 わ れ る

コ ン ピュ ー タ シ ミュ レー シ ョ ン とネ ッ トワ ー

ク は,今 後 そ の 関係 を深 め て い く とい わ れ て

い る。 ス ー パ ー コ ン ピ ュー タ を用 い る詳 細 な

シ ミュ レー シ ョン 実 験 は,大 量 の 計 算 結 果 を

生 じ るた め,結 果 を数 字 で追 う こ とが 困 難 と

な っ て お り,従 来 も行 われ て い た画 像 に よ る

シ ミュ レー シ ョ ン結 果 の 表 示 が 画 像 処 理 技 術

の発 展 とあ い ま って ます ます 重 要 か つ 高 度 な

もの と な っ て い く。 そ こ で,ス ー パ ー コ ン ピ

ュー タ をネ ッ トワー ク を通 じて 利 用 す る場 合

は,画 像 情 報 に 代 表 され る大 量 の シ ミュ レー

シ ョ ン結 果 を伝 送 す る高 速 の ネ ッ トワ ー クが

求 め られ る よ う に な る。

ま た,電 子 メー ル につ い て も,現 在 は 文 字

情 報 の み の交 換 が 主 な形 態 で あ る が,画 像 情

報 も転 送 可 能 な メー ル に つ い て も試 み が 行 わ

れ て い る。

6.お わ り に

研究者用ネ ットワークは,研 究情報の交換

をはじめ とする知識・技術の共有 と有効利用,

ネットワー ク接続による研究コミュニティお

よび研究環境の結合,学 会活動など研究広報

活動等の 目的 を持 って構築 される。その機能

は電子メールの交換,フ ァイル転送,コ ンピ

ュータの遠隔利用などである。

ネッ トワー ク構築において大 きな障害だっ

た通信自由化が現実のもの となった今,商 用

や草の根 レベルのネットワークはその数 を増

している。それ と比較 して,公 的情報 を提供

するネ ットワークや研究情報を交換するネ ッ

トワー クの整備の遅れがめだっている。

より広範囲の情報交換のためには,国 際的

視野に基づいたネ ットワークのネットワー ク

(メタネッ トワー ク)の 形成が望 まれる。研

究分野別ネッ トワーク構築,(ボ トムア ップ的

アプローチ)お よびそれらネ ットワークの相

互乗 り入れを可能にする情報流通の基本幹線

としての研究者用広域ネ ッ トワー クの整備

(トップダウン的アプローチ)の 両方が 日本

においても待たれるところである。

研究開発の推進にあたって,デ ータベース

とならび,い わゆる 「情報インフラ」 として

の認識にもとついたネ ットワークの整備が期

待される。(く ろさわ あつ し 研究員)

参考文献

計算機高度利用ネ ットワーク整備に関する

海外調査報告書(昭 和63年9月,エ ネルギー

総合工学研究所,IAE-R8804)
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天然ガス自動車の最近の海外動向

,
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1.は じめ に

天然 ガ ス 自動 車(NGV:NaturalGas

Vehicle)の 一般的な利用は,約50年 前の1930

年代にイタリアで始まったと言われ,現 在は

世界の20力 国以上の国において合計60万 台以

上が普及 している。

天然ガスは既存ガソリンエンジンに使用で

きるため,ガ ソリン車に天然ガスのボンベ と

燃料 ラインを取 りつけるだけで利用可能であ

り,技 術的困難 さが少な く,導 入の リー ドタ

イムも短い。 また,特 に天然ガス産出国では

経済的にも有利であることから,自 動車用石

油代替燃料 として有望視 されている。

筆者は1988年10月28～30日,オ ース トラリ

アのシドニーで開催 された 「天然ガス自動車

に関する国際シンポジウム(NGV'88)」 に参

加 し,最 近の天然ガス自動車に関する動向を

調査 したので,そ の概要を報告 したい。

2.シ ンポ ジ ウ ム の 概 要

シ ン ポ ジ ウ ム を 主 催 し た 国 際 天 然 ガ ス 自 動

車 協 会(TheInternationalAssociationfor

NaturalGasVehiclesInc.)は,2年 前 に 設

立 さ れ たNGVに 関 して は 唯 一 の 国際 機 関 で

あ り,本 部 はニ ュ ー ジー ラ ン ドに置 か れ て い

る。 こ の シ ン ポ ジ ウム は 同協 会 と して最 初 の

大 イベ ン トとな った 。

表1シ ンポ ジウム参加 者 の 国別 内訳

国 名 参加
者数 国 名 参加

者数

オ ー ス トラ リア

ニ ュー ジー ラ ン ド

カ ナ ダ

米 国

イ タ リ ア

オ ラ ン ダ

フ ラ ン ス

ス イ ス

ス ウ ェ ー デ ン

デ ン マ ー ク

ベ ル ギ ー

フ ィ ン ラ ン ド

英 国

ソ 連

125

27

20

13

10

10

7

7

4

3

1

1

1

13

イ ン ド ネ シ ア

中 国

タ イ

マ レ ー シ ア

イ ン ド

韓 国

イ ラ ン

ア ル ゼ ン チ ン

ベ ネ ズ エ ラ

トリニダー ドトバ コ

タ ン ザ ニ ア

日 本

11

9

4

2

1

1

1

4

1

1

1

3

合 、 計 281

シ ン ポ ジ ウ ム に は26力 国 か ら281名 の 参 加

者 が あ り(表1参 照),わ が 国 か らの参 加 者 は,

大 阪 ガ ス㈱ 奥 田 氏,SulzerBrother社Gut-

zwiller氏,お よ び筆 者 の3名 で あ っ た。 シ ン

ポ ジ ウ ム は3日 間 に わ た っ て 開 催 さ れ,44件

の 発 表 が行 わ れ た。 その 内 訳 を表2に 示 す 。
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この他 に各国の状況報告 として,12力 国か ら

普及の経緯,現 状,見 通 し等について発表が

あった。(残念ながら,わ が国か らの発表は行

われなかった。)

また,シ ンポジウムと並行 して,隣i接 会場

表2シ ンポジウム発表論文の分類

全

般

政

策

市

場

充

愼

貯

蔵

デ
エ イ

ン1

ジゼ
ンル

L

N

G

環
境

問
題

合

計

カ ナ ダ 2 2 2 1 6 13

ニ ュ ー ジー ラ ン ド 1 1 1 1 2 6

オ ー ス トラ リア 2 1 1 4 2 10

中 国 1 1 2

ス ウ ェ ー デ ン 1 1 2

ア ル ゼ ン チ ン 1 1

イ ン ・ ド 1 1

米 国 2 1 3

ソ 連 1 1

ス ラ ン ス 1 1 2

イ タ リ ア 1 1

イ ラ ン 1 1

ス イ ス 1 1

合 計 8 5 4 5 5 14 2 1 44

において最新の天然ガス自動車や関連機器の

展示 も行われた。

3.テ ク ニ カ ル ツ ア ーの 概 要

シ ン ポ ジ ウ ム の 付 属 行 事 と して10月24～26

日 にニ ュー ジ ー ラ ン ドのNGV関 連 施 設 の 視

察 ツ ア ー が催 され た。 こ の ツ アー に は,10力

国 か ら30人 が参 加 した。 訪 問 先 の概 要 は 表3

の とお りで あ る。

4.普 及 の 動 向

世界各国におけるNGVの 普及状況は,国

際天然ガス自動車協会によって表4の ように

まとめ られている。(この表以外にも,NGV

が導入 されてい る国が若干 あると考 えられ

る。ちなみにわが国は,ガ ソリン車からの転

換が2台,充 填ステー ションが1カ 所ある。)

各国 とも転換は,主 としてガソリン車か ら

である。ディーゼル車の転換はまだ実績は少

ないものの,大 気汚染問題 との関係で特に欧

表3ニ ュージーランドのNGV関 連施設視察ツアーの概要

訪 問 先 内 容

カ ル テ ッ クス社CNG充 愼

ス テー シ ョン

マ ザ ー ス テー シ ョ ン串お よび ドー ター ス テー シ ョン**の 設備(コ ンプ レ ッサ

ー ,デ ィ スペ ンサー,ガ ス輸 送 貯 蔵 用 トレー ラー等),充 填 操 作

オー クラン ド大学 デ ィーゼ ルエ ン ジン,ガ ソ リンエ ンジ ンへ の 天 然 ガ スの適 用 に関 す る研 究

オー クラン ド地域公社 天然ガス転換 したバ ス,ト ラ ック,乗 用車お よび各種転換 用部品

ガス開発セ ンター 自動車の天然ガス転換 に関する試験研 究状況

ホテル(講 演会)
ニュージー ラン ドのNGVプ ログラムの現状,デ ィーゼルエンジンの転換,

転換技術者 の養成システム等につ いて(講 演者4名)

*パ イプ ライ ン に接 続 され たス テ ー シ ョン。自動 車 の ガ ス充 損 と とも に,ド ー ター ス テー シ ョンヘ ガ ス を輸 送 す

る ため の トレー ラーへ の 充 填 も行 う。

**パ イプ ライ ン に接 続 され て いな い ス テー シ ョン。大容 量の ボ ンベ を載 ん だ トレー ラー に よ り,ガ スの供 給 を受

け る。
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米 諸 国 にお い て 関 心 が 高 ま って い る。(デ ィー

ゼ ル 車 の 転 換 に つ い て は後 述 す る。)

普 及 台 数 が 多 い の は イ タ リア,ソ 連,ニ ュ

ー ジー ラ ン ド
,米 国,カ ナ ダ,ア ル ゼ ンチ ン

の6力 国 で,こ れ らの 国 で は ガ ソ リン 車 か ら

NGVへ の 改 造 が 一 つ の 産 業 と して 存在 して

い る。 しか し,こ れ らの 国 の う ち ソ連,カ ナ

ダ,ア ル ゼ ン チ ン で は2～3年 前 に 比べ て 台

数 が 増 えて い る が,イ タ リア,ニ ュー ジ ー ラ

ン ド,米 国 で は ほ とん ど増 加 して い な い 。 た

だし,転換がス トップしているわけではな く,

廃車台数 と同程度の転換は行われていると考

えられる。例えばニュージーラン ドでは,石

油ショック後,強 力にNGVの 導入が進めら

れたが,表5に 示すように,1985年 半ばか ら

転換キットの販売数(す なわち転換台数)が

急激に減 って きている。

最近NGVの 導入に力を入れているのがオ

ース トラリアである。オース トラリアでは,

近年,大 規模 な天然ガス田が発見され,そ の o

,

表4天 然ガス自動車の普及状況

COUNTRY
VEHICLES

CONVERTED
DIESEL

CONVERTED
PETROL

CONVERTED

REFUELLING

STATIONS

Italy .270000 70 270000 230

USSR 200000 一 } 250

NZ 110000 50 110000 450

USA 30000 50 30000 290

Canada 15000 10 15000 130

Argentina 10000 一 10000 43

China 1500 0 1500 }

Australia 1050 150 900 25

Iran 800 0 800 2

Pakistan 270 一 270 1

Indonesia 100 0 100 6

Burma 50 2 48 1

Bangladesh 31 13 18 1

Czechoslovakia 30 0 30 一

Ireland 22 0 22 1

France 15 0 15 一

Hungary 15 15 0 一

Thailand 11 11 0 1

Malaysia 10 一 一 『

UK 9 2 7 1

Chile 9 1 8 1

Denmark 8 2 6 3

Colombia 5 0 5
、

1

Belgium 1 0 1 『

Finland 1 0 1 一
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利用拡大策 としてNGVが 注 目されている。

今回の シンポジウムを誘致 したところにもそ

の意気込みが感 じられる。

また,東 南アジアや南米などの発展途上国

が,NGVの 導入 を始めていることも注 目さ

れる。これらの国では,石 油節約,貿 易収支

改善 というニーズからNGVの 導入を進めよ

うとしている。導入計画自体は,数 年前から

考 え られていたが,こ こ1～2年 で それが

次々 と具体化 されてきた。先進国のなかでは,

ニュージー ラン ドが計画立案,設 備供給等の

支援を行ってお り,世 界銀行 も導入推進に協

力しているもようである。

5.技 術 の 動 向

NGVに 関しては,一 通 りの実用技術が開

発されている。残 されている主要 な技術開発

課題は次の4点 と考 えられる。

・ディーゼルエンジンへの対応

・天然ガスの特徴 を生か した新型エ ンジ

ンの開発

・車載用天然ガス貯蔵容器の改良

・家庭用小型天然ガス充唄装置の開発

これ らのうち今回のシンポジウムでは,デ

ィーゼルエンジンへの対応,天 然ガス貯蔵容

器,小 型天然ガス充填装置の開発について注

目すべ きものがあった。

(1)デ ィー ゼ ル エ ン ジ ンへ の 対 応

先 に述 べ た よ うに,先 進 国(北 米,ヨ ー ロ

ッパ,オ セ ア ニ ア)で のNGVに 対 す る関 心

(特 に技 術 的 関 心)は,デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン

へ の 適 用 に重 点 が 移 っ て い る。 シ ン ポ ジ ウ ム

表5ニ ュー ジー ラン ドにお け るCNG転 換 キ ッ トの販売 実績

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

JANUARY 624 343 1,493 952 2,342 185 150

FEBRUARY 772 473 741 1,345 2,318 159 133

MARCH 1,363 906 1,550 1,391 2,458 327 298

APRIL 839 1,042 1,319 1,180 3,318 194 一

MAY 1,335 1,006 1,535 1,435 5,482 909 一

JUNE 801 925 2,631 1,922 4,237 486 『

JULY 1,244 1,067 1,854 3,614 1,030 463 『

AUGUST 735 1,329
聖,806

4,514 756 162 一

SEPTEMBER 779 1,693 1,691 2,594 649 443 一

OCTOBER 601 1,382 1,608 4,823 556 277 一

NOVEMBER 733 2,366 1,777 2,490 297 484 一

DECEMBER 668 3,040 2,230 3,264 240 335 一

TOTALS 10,494 15,572 20,235 29,524 23,683 4,424 581

GRANDTOTAL=110,882

Theabovekitsaleshavebeenprovidedbytheequipmentsuppliers,arenotauditedandwouldtend

tounderstatetheactualfigures.

(June1987,MinistryofEnergy)
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では,14件 のディーゼルエンジン関係の論文

が発表された。

ディーゼルエンジンへの天然ガスの適用に

大 きな関心が持たれている背景には,大 気汚

染問題,す なわち汚染物質の主要な発生源で

あるディーゼル自動車の排ガス規制問題があ

る。 しば しば引き合いに出されたのが,米 国

環境庁(EPA)が 示 している1991年 のバス

排ガス規制(表6)で ある。この規制 に対応

するため,従 来の軽油を使用するディーゼル

エンジンに関して,エ ンジン構造の改良,触

媒やフィルターの装着,燃 料の組成変更など,

さまざまな技術的検討が行われている。しか

し現在のところ,コ ス トの大幅な上昇 なしに

規制 に適合できる見通 しは立っていない。そ

こで,燃 料 を軽油か ら天然ガスへ転換するこ

とにより規制に対応できるならば,こ れを契

機 に大型車の分野にNGVを 普及 させ ること

ができるであろうというのがNGV推 進グル

ープの読みである。

表6米 国環境庁の1991年 ディーゼル車排ガス規制

炭化水素(HC)

一・酸化炭素(CO)

窒素酸化物(NOx)

粒子状物蝋 都献 ス
その他

1.3

15.5

5.0

0.10

0.25

rhPHB/9

(*1994年 か らは全 デ ィー ゼ ル 車 につ い て,O.10

g/BHP-hrと な る)

デ ィーゼルエンジンへ の天然ガスの適 用

は,ガ ソリンエンジンへの適用に比べて,技

術的にはやや複雑になる。すなわち,天 然ガ

スは自己発火温度が高いため,既 存のディー

ゼルエンジンにそのまま使用することはでき

ず,何 らかの着火源 を与えるような改造が必

要 となる。その方式は大 きく分 けて二つある。

一つは軽油パイロッ ト噴射方式で
,二 燃料

方式 とも呼ばれる。吸入空気に天然ガスを混

ぜ,シ リンダ内で圧縮 したところで着火源 と

して軽油を少量噴射 して,軽 油に続いて天然

ガスを燃焼させる方式である。軽油代替率は

最大出力時で80～90%で あり,天 然ガスを使

い果たした場合には,元 のように軽油のみで

も走行することができる。 この方式はエンジ

ン本体に手をつけないため,改 造コス トが安

いという利点がある。

二っめはスパー ク点火方式で,い わゆるガ

スエンジン(オ ッ トーサイクル)へ の改造で

ある。 シリンダヘ ッ ドにスパークプ ラグを取

りつけ,ガ ソリンエンジンと同様に,火 花で

燃料 と空気の混合気に点火する。エ ンジン本

体の改造が含 まれるため改造コス トはやや高

くなる。

両方式 とも出力や トルクといった動力性能

については特に問題はな く,一 部で実用にも

供 されているが,排 ガス性状の改善等に関 し

ては研究開発が継続的に行われている。表7

に排ガス特性の比較例を示す。両方式 とも黒

煙の排出は激減するが,逆 に増加する成分 も

ある。 したがって,単 に燃料を天然ガスに変

えただけでは今後のディーゼルエ ンジンの排

ガス規制に対応することはで きず,排 ガスの

処理が必要になる。現在,最 も有望 と考えら

れているのは,ス パーク点火方式に改造 し,

理論空燃比付近で運転 して三元触媒 によ り,

HC,CO,NOxを 除去するとい う方法であ

る。

パイロット噴射方式は経済性 と燃料供給確

保の点で有利 なことかち,数 年前の時点では

大半の検討がこの方式を対象 としていたが,

今回は,排 ガス規制への対応 とい う目的から

一23一
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表7軽 油パ イ ロ ッ ト噴射方 式 とスパ ー ク点火 方 式の排 ガ ス性状 の比 較例

Dual-fuel Sparkignition

Smokeemission

HCemission

COemission

NO。emission

Decreasing100%

Increasingupto8000%

Increasingupto9000%

Decreasing20-50%

Decreasing100%

Increasingupto100%

Increasingupto100%

UnchangedP

写真1改 造 前 の ピス トン(奥)と 改造 後 の ピ ス

トン(手 前)

ピス トンの頭部 を削 って 燃焼 室 を広 げ,

圧 縮 比 を17.5か ら13.2に 下 げて い る。

写 真2点 火 用 スパ ー クプ ラ グ(32,500km走 行

後)

スパ ー ク点 火 方 式 に関 す る研 究 も多 く発 表 さ

れ た。

以 下,ス パ ー ク点 火 方 式 へ の 改 造 例 を紹 介

す る。

写 真1～3に 示 す の は,オ ー ク ラ ン ド地 域

公 社 に お け るバ ス 用 デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン の ス

パ ー ク点 火 方 式 へ の 改 造 例 で あ り,圧 縮 比 は

写真3客 室 の床下 に搭 載 したCNGボ ンベ

922×6本 。ガス 充填量110m・ 。航続 距離300km。

13程 度 に下 げ られ て い る。 本 来 の デ ィー ゼ ル

エ ン ジ ン の圧 縮 比 は17～20で あ り,オ ク タ ン

価130の 天 然 ガ ス は ノ ッ キ ン グ が 起 き る か ら

で あ る。 図1は 出 力 と トル ク を改 造 前 の デ ィ

ー ゼ ル エ ン ジ ン と比 較 した例 で あ る
。 改 造 に

よ り出 力,ト ル ク と も10%程 度 向 上 して い る

こ とが わ か る。 また,熱 効 率 は デ ィー ゼ ル エ

ン ジ ン よ り少 し低 下 す る が,天 然 ガ ス価 格 が

安 け れ ば 大 きな 問題 とは な らな い。 同社 で は

天 然 ガ ス に転 換 した バ ス3台 と トラ ッ ク数 台

を営 業 用 に使 用 して お り,表8に 示 す例 で は,

転 換 に要 した 費 用 を2.3年 で 回 収 で き る と し

て い る 。

表9は 種 々の エ ン ジ ン に お け る排 ガ ス性 状

の 測 定 値 で あ る。 排 ガ ス 性 状 は エ ン ジ ン の 回

転 速 度,空 燃 比,点 火 時 期 等 の運 転 条 件 に よ

っ て か な り変 動 す るが,HCとNOxを 同 時

に 低 減 させ る こ とは難 し く,三 元 触媒 をつ け

一24一



なければ米国の91年 規制への適合は困難 と思

われる。

今後の課題 としては,耐 久性,信 頼性の実

証 と天然ガスに最適 なエンジンの開発があ

る。耐久性に関 しては,少 数の報告があった

が,広 範な条件下での耐久性,信 頼性の実証
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図1ス パ ー ク点 火 方 式 に 改造 したデ ィ

ーゼ ルエ ンジ ンの出 力特性 と トル ク特1生

表8デ ィー ゼル トラ ックの天 然 ガス転 換 の

経 済性

ディーゼル油価格

CNG価 格

燃料 コス ト節約

年間走行 距離

燃費

年間燃料消 費量

年間デ ィーゼル油 コス ト

年間CNGコ ス ト

年間燃料 コス ト節約

自動車改造費

投資回収期 間

*デ ィーゼ ル油換算

NZ$0.62/2

NZ$0.48/2*

NZ$0.14/2*

(23%)

100,000km

2km/2

50,0002

NZ$31,000

NZ$24,000

NZ$7,000

NZ$16,000

2,3年

は,ま だ十分ではないと思われる。また,こ

れまでの天然ガス適用例は,パ イロッ ト噴射

方式を含めて,す べて既存ディーゼルエンジ

ンの改造である。天然ガス用に最適なエンジ

ンを設計すれば,各 種性能の一層の向上は十

分に期待されるところであり,エ ンジンメー

カーや 自動車メーカーにおいてそのような研

究開発が行われることが期待される。

(2)車 載用天然ガス容器

NGVで は通常,燃 料の天然ガスを圧縮天

然ガス(CNG:CompressedNaturalGas)

として自動車に積むが,ガ ソリンや軽油など

の液体燃料に比べて,高 圧容器が重 くかさば

るとい う本質的な短所がある。単位体積当た

りあるいは単位重量(容 器 を含む)当 たりの

発熱量は200kg/㎝ ・に加圧 されたCNGの 場合

でガソリンや軽油の約1/5で あ り,LPGや メ

タノールに比べても劣っている。

体積の低減については,充 唄圧力の高圧化

を図る以外に方法はないが,コ ンプレッサー

等の コス トア ップ も勘案 しなければ ならな

一25一
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表9ス パ ー ク点火 方式 に改造 したデ ィー ゼル エ ン ジンの排 ガス特 性

エ ン ジ ン DDA

V671A IVECO IVECO*
GMC454

CIDV8**
EPA規 制値

燃 料 軽 油 軽 油 天然ガス 天然ガス

排 出物(9/hp・hr)

CO

THC

NOx

Particulates

1'92

1.36
-

10.83

0,171

2.01

0.99

9.23
-

0,214

1.27

1.60『

17.10

0,028

3.95

0.31

0.61

<0.05

15.5

1.3

5.0

0.10

*触 媒 な し**三 元 触 媒 つ き EPA規 制不適合

い。 現 在,充 唄 圧 力 は カ ナ ダ お よ び米 国 で は

170kg/cm・ ～210kg/cM2,ニ ュー ジー ラ ン ドで は

200kg/cm2,イ タ リア で は220kg/cM2と な っ て い

るが,こ れ ら を さ ら に高 圧 に す る とい う動 き

は な い。

写真4鋼FRPコ ンポジット容器

一方
,容 器の軽量化については,さ まざま

な試みがなされてきている。

初期のCNGボ ンベは全て鋼製であった。

その後アル ミニウムが使われるようになり,

さらにアル ミまたは鋼 と繊維強化プラスチ ッ

ク(FRP)と のコンポジット容器が開発さ

れた。 コンポジット容器(写 真4参 照)と は,

鋼やアル ミの容器のまわ りに,液 状樹脂 を含

浸させた高強度の繊維を巻 き,樹 脂を硬化さ

せたものである。鋼やアル ミは,気 密性 を保

つ とともに繊維を巻 く心材 としての役 目が主

とな り,強 度 は繊 維 が 担 うこ と に な る。 こ の

ため,鋼 や ア ル ミの 厚 さ を大 幅 に 減 らす こ と

が で き,重 量 は,ア ル ミニ ウ ム コ ン ポ ジ ッ ト

容 器 の場 合,全 鋼 製 の約60%に な る。 ア ル ミ

ニ ウ ム コ ン ポ ジ ッ ト容 器 は ,一 時期 カナ ダ と

米 国 に お い て 相 当数 が 販 売 さ れ た が,高 価 で

あ る こ とが 原 因 して か 需 要 が 減 り,主 要 メ ー

カー で あ っ たCNGSylinder社 も2年 前 に生

産 を 中止 して い る。 こ れ に対 し,鋼 とFRP

の コ ン ポ ジ ッ トが 見 直 され て い る。

写 真5プ ラ スチ ッ クFRPコ ンポ ジ ッ ト容 器

今 回,注 目さ れ た の は,内 側 の 容 器 に プ ラ

ス チ ッ ク を使 っ た コ ン ポ ジ ッ ト容 器(写 真5)

で あ る 。重 量 は全 鋼 製 の1/3,ア ル ミニ ウ ム コ

ン ポ ジ ッ トに比 べ て も1/2に な っ て い る。価 格

的 に は,開 発 メ ー カ ー の 話 に よれ ば,鋼 製 と

同等 の価 格 で 供 給 可 能 との こ とで あ っ た。 こ

一26一



}

「ー

匙
ー

■
麗鰭
験
臓
彫

れが普及すれば,容 器重量の面でのハンディ

キャップは,ほ ぼ問題 なくなると考えてよい

であろう。

ただし,わ が国で使用する場合は,制 度面

での問題が残っている。現在,高 圧容器の材

質 として認め られているのは原則 として鋼だ

けであ り,他 の材質は特例 として認可される

ことになっている。現在のところ,特 例の認

可を受けているのは消防士用の空気ボンベ な

ど少数に限られている。CNG容 器は可燃性

ガスを充墳することから,許 可を得るのが難

航することも予想 される。

(3)小 型コンプ レッサー

自動車用新燃料の導入は,そ の燃料に適合

する自動車の供給 と同時に(あ るいは先行 し

て)燃 料の供給体制 を構築 していかなければ

ならない,と いう難 しさがある。大ロユーザ

ーであれば専用の設備 を設けることも可能で

あるが,特 に個人用の自家用車にとっては燃

料の供給が新燃料導入の大 きな障害 となる。

天然ガス 自動車の場合,こ の問題の一つの

解決方法が小型充填設備である。つ まり,天

然ガスのパイプラインが各家庭 まで敷設 され

ている地域では,家 庭に置けるような小型コ

ンプレッサーがあれば,燃 料供給体制の問題

はかな り軽減される。

今回,Sulzer社(ス イス)とRix社(ニ ュー

ジーラン ド)の 小型コンプレッサーが出品さ

れていた。

Sulzer社 の もの(写 真6)は,電 動4段 空冷

式で,安 全装置付電子制御 システム,耐 候性

の防音カバーなどが装備 されている。圧縮ガ

スの製造能 力は2m・/hで 標準的な602の シ

リンダー(充 填圧力200kg/CM2)を 約6時 間で
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Sulzer社 の家庭 用小 型 コンプ レ ッサー

充 填 す る こ とが で き る。 す で に数 百 台 の プ ロ

トタ イ プ機 が 製 造 され,カ ナ ダ,オ ー ス トラ

リア,ニ ュ ー ジー ラ ン ドの ガ ス 会 社 が 購 入 し

て フ ィ ー ル ドテ ス トを 実 施 して い る。Rix社

の もの(写 真7)は 試 作 機 で あ っ たが,圧 縮

ガ ス 製 造 能 力 は1m3/h,価 格 の 見 通 し は

10～15万 円/台 との こ とで あ った 。
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写 真7Rix社 の家 庭用 小 型 コ ンプ レッサー.

なお,わ が国でCNGの 充填 を行おうとす

ると,設備の能力が30m3/d以 上の場合は第1

種高圧ガス製造設備,そ れ以下の場合は第2

種高圧ガス製造設備 として,各 種の届出や検

査,他 の建物 との一定距離の確保等,さ まざ

まな規制 を受ける。 このため,小 型 コンプレ

ッサーを家庭に普及 させることは,現 状では

難 しいと思われ る。
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6.お わ り に

ここ数年,石 油の需給は大幅に緩和 し原油

価格は低迷を続 けている。

しかし,発 展途上国におけるモータ リゼー

ションの進展は,今 後の石油需要の増加 とそ

れによる需給の逼迫を引き起こす最大の要因

になると考えられている。また1先 進国にお

いては,特 に都市部での自動車排ガスによる

大気汚染問題が一層クローズア ップされつつ

ある。この ように,発 展途上国のモータリゼ

ー ションと大都市の大気汚染への対応は,現

在の自動車用燃料 に関係する大 きな二つの課

題であると思われる。

天然ガス自動車は,こ れ らの問題の解決に

寄与するものとして,海 外ではその導入が着

実に進みつつある。

わが国では代替エネルギー自動車 としてメ

タノール車 と電気 自動車が注 目されている

が,天 然ガス自動車についても,研 究開発や

導入のための検討がより積極的に行われるこ

とを期待 したい。さらに,世 界第一位の自動

車生産国であるわが国 としては,国 内への導

入だけに限 らず,他 の国 との技術協力なども

含めて幅広い取組がなされることが期待 され

よう。(は すいけ ひろし 研究員)
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炭 酸 ガ ス 問 題 の 概 要

紺 谷 健一朗

ヒ

f

P

1問 題 の 重 要 性7)・9)

"Globalwarmingisglobalwarning"(地

球 の 温 暖 化 は地 球 全 体 へ の警 告 で あ る)。これ

は1988年11月,西 独 ハ ン ブ ル グ に お い て 開催

さ れ た 西 ドイ ツ大 統 領 の 後 援 に な る国 際 環 境

会 議"ClimateandDevelopment"に お い て,

UNEP(UnitedNationsEnvironmental

Programme)の 事 務 局 長Dr.Tolbaが 講 演

の 冒頭 に 述 べ た 言葉 で あ る。 この 会 議 に 出 席

ず る機 会 を得 た筆 者 は,こ の簡 潔 に して要 を

得 た表 現 に 感 銘 を受 け た。

近 年 の 大 気 中 の炭 酸 ガ ス濃 度 の 上 昇 が 工 業

化 した 国 々 の 化 石 燃料 の 大 量 消 費 と発 展 途 上

国 の森 林,特 に熱 帯 樹 林 の 破 壊 の 結 果 で あ る

とこ ろ は 疑 いの な い と こ ろ で あ る。 こ の傾 向

は今 後 の 人 口増 加 と生 活 水 準 の 向 上 志 向 に よ

り,特 に 発 展 途 上 国 の それ に よ って 一 層 加 速

され る と思 わ れ る。

しか し,こ の 炭 酸 ガ スの 濃 度 上 昇 の 影 響 の

程 度 に つ い て は気 候 学 者 や 地 球 物 理 学 者 の 見

解 が一 致 して い る訳 で は な い 。 そ れ は影 響 の

評 価 が全 て シ ミュ レー シ ョン モ デ ル に よ る コ

ン ピ ュ ー タ ー の 計 算 結 果 に 基 づ い て い る こ

と,ま た そ の 計 算 結 果 が 必 ず し も一 致 して い

ないことによるものである。その理由信主に

自然現象である 「雲の分布」 と 「海の影響」

の扱いの難 しさに原因している。

気候問題の世界的権滅 者の一人である西独

Max-Planck研 究所,Dr.H.Grasslの 語 っ

た ところによれば,高 層の雲の量を10%多 く

評価することは炭酸ガスの大気中濃度を丁度

二倍にしたの と同じ効果を与えるという。 こ

の評価が正 しい とす ると,炭 酸ガスの大気中

濃度を二倍に した場合の計算の際に,雲 の量

を実際より10%低 く入力してしまうと,炭 酸

ガスの濃度上昇による影響は計算上何 も現れ

ない ということになり兼ねない。

しか し現段階で正確 な影響評価が困難であ

るからといって,炭 酸ガスの濃度上昇の傾向

とそれにより生ずると考 えられる問題 を軽視

することは危険である。

1974年,米 国のMolinaとRowlandに より発

表 された"フ ロンによるオゾン層破壊"論 文

は当時 「理論上の仮説」であった。それから

10年後,そ れは 「現実上の脅威」 として認識

されるようになりウィーン条約が結ばれ,15

年後にはその製造 と使用に対 し厳 しい制約 を

もつ国際条約(モ ン トリオールプロ トコール)

が施行されるまでになった。
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ヨーロッパにおける"酸 性雨の問題"も,

当初はこの原因が大気に放出された化石燃料

か らの排気ガス中のSOxな どの物質である

ことが中々認め られなかったとい う。これも

「理論上の仮説」が 「現実上の脅威」に変わ

った例であろう。 しかし,遅 ればせながらこ

の二つの問題 に対 してはそれな りに対策が講

じられ,や がてはその効果 も現れて来るもの

と考えられるが,炭 酸ガスの場合憂慮 される

のは,そ れが 「現実上の脅威」に変わった時

点では,そ の及ぶ範囲が全地球的 となり,そ

うなってからでは最早如何なる対策 も遅すぎ

るという危険があるからなのである。

「環境問題において,そ の因果関係 を100

%の 確実 さで証明す ることは極めて難 し

い。従 って問題 を放置 してお くことの危険

性 と,対 策のための規制措置によって生 じ

る社会的負担を常に秤にかけなければなら

ない。

通例かかる際の決定には因果関係の立証

が必要 とされるものであり,又 それは当然

のことであるが,環 境問題においては大抵

の場合 それは極めて難 しい。 しか し因果関

係が証明されていないか らと言って,何 も

せずにいて良いであろうか。もしかしたら

何 もしないことが致命的な誤 りを犯 してい

ることになるかも知れない。なぜなら,因

果関係が100%明 らかになった時点では も

はや取返 しのつかない事態となっている場

合があるか らだ。」

これは先の米国環境 ・健康 ・天然資源問題

担当次官補代理であったリチャー ド・ベネデ

ィックの言葉であが,こ の 「炭酸ガス問題」

が置かれている状況を的確に表現 しているも

の と筆者は思 うのである。

2「 炭 酸 ガ ス 問 題 」 と は何 か3)・5)・10)

「炭酸ガス問題」 とは,一 言でいえば 「大

気中の炭酸ガスなどが急激に増えることによ

り地球大気の温度が急に上昇 し,世 界的な規

模で気候の変動が生 じた り海洋水位が上昇 し

た りすることによって,人 間の生活環境が大

きく変化する問題」である。

良 く知 られているように地球の大気中には

酸素や窒素 などの他に極微量ではあるが炭酸

ガスが含 まれている。(表一1参 照)

しかし極微量ではあってもこの炭酸ガスが

地球の大気中に存在 しているゆえに,現 在の

地球における生態系があり,地 球の気温 も人

類の生存に適 したものになっていると言って

よいであろう。

表一1地 球大気の組成

素

素

ン

ス

ゴ

ガ

ル

酸

窒

酸

ア

炭

78%

21%

1%

0.0345%

例えば仮に現在大気中にある炭酸ガスが無

くなってゆ くとしたら,植 物の炭酸同化作用

は低下 し,気 温は急激に下が り始めて大気 中

の水蒸気は凝結 し,や がて地球の平均気温は

現在の約15℃ か ら氷点下17℃ 位 まで低下 して

しまう。この ような環境では人類はおろか現

在の地上の生態系は文字通 り絶滅に近い状態

になって しまうであろう。

地球の気温は基本的には太陽か ら地表 に到

達 した光のエネルギーを地表から逆に赤外線

の形で放散することによって平衡が保たれて

いる。もう少 し詳しく言えば,こ の地表から

放射 される赤外線のある波長の範囲が大気中

一30一



O
oり
n

O
一
口

O
㎝
創

〔
=
氏
氏

}

Z
O
H
ト
α
に
ト
Z
口
O
Z
O
U

N
O
O

:7201760i800184018BOt92019602000

YERR

図一1過 去200年 間の炭 酸 ガス 濃度 の増加 傾 向

(ベル ン大学 の グループ に よ る南 極サ イプ ル基 地で の氷床 コア 中の気 泡分 析 に よ

る結果 で あ る。 ハ ワ イ,マ ウナ ・uア 山に おけ る観 測 は1958年 以降 の もの であ る。

他 の研 究 に よる評価 も入 れ る と18世 紀 中葉 以前 の大 気 中 の炭 酸 ガ ス濃 度 は275±

10ppmV程 度 であ る と評価 されて い る)

の炭酸ガスや水蒸気などに吸収され,そ の一

部が再び赤外線の形で地表 に向けて放散され

て地表を暖め,そ の上の大気を暖めることに

よって気温が一定に保たれている。 この現象

を温室効果 と呼んでいるが,こ れが地球気温

の維持に極めて重要な働 きを持っているので

ある。

それではそのような重要 な効果 を有する炭

酸ガスの何が問題 となっているのか と言え

ば,そ の大気中の濃度がここ数十年来急激に

増加 しつつあ り(図一1参 照),そ の結果,地

表か ら熱が放出 し難 くなって,地 球の気温が

急激に上昇する恐れがあるか らである8)。急

激に とは50年 間で約2℃ 程度の こ とであ る

が,約 二万年前の最後の氷河期から現在の間

氷期に至 るまでの間の地球の気温の上昇が約

5℃ であるか ら,実にその160倍 前後の上昇速

度 となるのである。

図一1か らも明らかなように,1800年 頃ま

ではほぼ一定(280ppm前 後)で あった炭酸ガス

の濃度が産業革命後急激に増 えている。これ

は前述 したように先進工業国が産業活動のた

めに化石燃料を大量消費 した結果によるもの

が大 きいが,革 命後最初の100年 間は北米大陸

などにおける森林が切 り開かれ農地 となって

いったことが直接の原因と言われている。20

世紀の中頃からは森林,特 に熱帯樹林の伐採

と破壊が大 きく寄与 している。この傾向が こ

のまま進む とすると,過 大 な温室効果によっ

て地球の温暖化が急に進行 し,地 球の気候が

大 きく変わることが予測 されるようになって

きたのである4)。

3炭 酸 ガ ス 以 外 の 微 量 ガ ス11)

温室効果によって地球の気温 を上昇させて

いるのは実は炭酸ガスだけではない。

この炭酸ガスのように温室効果 を有す るガ
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スを微量ガスと呼ぶが(表一2参 照),こ れに

大気中にある水蒸気を加 えて温室効果ガスと

総称 している。(大気の主成分である酸素や窒

素やアルゴンは温室効果 を有 していない)

微量ガスの中でも,最 近特に問題 になって

いるのがフロンである。現在フロン(正 確に

はクロロフルオロカーボン)は 成層圏のオゾ

ンを破壊す る物質 として注 目され,そ の使用

と製造に対 し厳 しい制限が国際的 に課せ られ

るようになったが,最 近はその大 きな温室効

果か らも(一 分子当た りで比較す ると炭酸ガ

スの一万倍の温室効果 を有 している)問 題視

されるようになった。

表一2温 室効果を有する微量ガス

炭 酸 ガ ス

メ タ ン

亜酸化窒素

オ ゾ ン

フ ン

CO2

CH,

N20

03

CFC。

フロンには二十種 を越える種類があり,最

近までは一般産業において大量に使用され,

回収されることなく環境に放出されていた。

フロンの中でも特に問題 とされているのがフ

ロンー11と 一12そ して一113で ある。それはこ

れ らが他のフロンに較べ圧倒的に使用量すな

L75

Tl・so9

εt
.2S

9

凄
1.00

薯

奎 。%

ぎ

0.50

はち環境放出量が多いとい うこと,ま たこれ

らフロンの大気 中における寿命が65年 ～120

年 と長い理由によるためである。図一2に フ

ロンー12と フロンー11な どの大気中における

濃度の増加傾向を示す。

またメタンや亜酸化窒素 も図(図 一3,図

一一4参 照)に 示すように,炭 酸ガス,フ ロン

と同様急激な増加傾向を示 している。メタン

ガスについてはここ百年間の増加傾向が,亜

酸化窒素についてはここ三～四十年の増加傾

向が特に著 しいが,そ の原因は主に人口の増

加 に伴 う食料の増産,牧 畜の拡大および森林
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Year

北 半 球 中緯 度(北 海 道)に お け る フ ロ ン

濃度(pptv)の 経年 変化(富 永(1985)

よ り引用)
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図 一3氷 床 コ ア 中 空 気 の 成 分 分 析 に よ る メ タ ン ガ ス(CH4)濃 度 の 増 加 傾 向(SCOPE(1985)よ り 引 用)
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から農耕地への開拓の結果によるものである

といわれてお り,発 生源は人間の生活領域全

体におよんでいる。
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図一4亜 酸 化 窒素(N20)の 環境放 出量

(SCOPE(1985)よ り引 用)

4気 候 へ の 影 響11)

炭酸ガス等の温室効果により地球の気温が

上昇してい く場合,こ れによる直接の影響 と

して最初に考 えられるのは気候 と農業に関す

る問題であろう。特に気温の上昇 により地球

の気候を決めている地球大気の循環が変わ り

その結果現在の気候条件の基に成 り立ってい

る農作物の適地適作の状態が,気 温の変化,雨

量あるいは降水パター ンの変化によって大 き

く変わってい くことが予測されるからである。

炭酸ガスによる影響 についての初期の検討

段階では大気中炭酸ガスの増加は植物の炭酸

同化作用を活発 にし気温の上昇 とあいまって

農作物の収穫量を増加 させ,ま た気温の上昇

は植生の北限をより高緯度に拡げるという考

え方が唱えられた。 しか し炭酸ガスによる影

響は過大な温室効果によって今や そのような

好 ましい傾向をはるかに凌駕 した苛酷な気象

条件 となって現れ,そ れが頻繁に起 きるとの

見方が有力である。 また旱魅や集中豪雨 とい

った異常気象による被害が発生する以前にお

いても,気 温の上昇に追随 し順応 していけな

い農作物が出て,そ の収穫 が激減することも

予測されている。

現在の地球科学あるいは気候学の知見では

何時頃までにどの程度の温度上昇が起 き,ど

の程度気候が変化す るかについて確定的なこ

とは言えない状態であるが,多 くの学説によ

れば異常気象の発生頻度は気温の上昇 と極め

て密接な関連を持ち,地 球の平均温度が現在

より2℃ 上昇 した場合 には地球の気候は確実

に変化す るといわれている。

米国の気候学者Edmonds,Reilly等 による

数年前の予測では,炭 酸ガスの濃度上昇によ

って地表の平均気温が現在 よりも2℃ 上昇す

る時期は2040年 である。 しかし例え平均気温

がそこまで上昇 しな くて も,気 温の上昇につ

れ異常気象は起 き易 くな り,又 その発生頻度

も高 くなっていくとい うことが確実視 されて

いる。それは例えばここ数年続いているアフ

リカの旱越や1988年 夏の米国中西部 の大旱

魑,エ ジプ トやバングラデ ッシュの洪水のよ

うな事態が全世界的により頻繁に起 こり始め

るということを意味 している。

この気候変動の到来時期 とその影響の程度

予測をより困難,か つ不明確 にしているもの

が,前 述 した炭酸ガス以外の微量ガスの今後

の増加動向である。 フロンについてはモン ト

リオール議定書の発効(1989.1.1)を 機 にそ

の大気中濃度の増加傾向はやがて頭打 ちにな

り,そ の後緩やかな減少傾向を示すもの と期

待 されているが,前 述 したように大気圏中に

おける寿命が極端に長いため残存フロンの影

響 を無視できない。 またメタン,亜 酸化窒素

はその発生源が炭酸ガス同様人間の生活その

ものに密着 しているものであ り,い わば人間
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が生息、している全ての地域から発生 している

ものであるため,今 後の発展途上国の人口の

増加や食生活水準の向上の程度に大 きく左右

されることとなる。その影響の予測はなお難

しい。

図一5に 示す ように,最 近までは微量ガス

の中でも炭酸ガスの温室効果への寄与が大 き

かった。例えば1970年 代 まではほぼ効果全体

の50%以 上 を占め て い る。しか し最 近 の

Lacis,Hansen等 の評価 によれば1990年 代に

はこの寄与率は逆転 し,2000年 代には炭酸ガ

ス以外の温室効果ガスの寄与率が55%,2010

年代には59%,2020年 代には63%と 増加 して

ゆ く13)。米国海洋大気局地球物理流体研究所

(NOAA)の 真鍋主任研究貝 も幾つかの論

文の中でこの点 を強調 し,炭 酸ガス以外の微

量ガスについての増加傾向に注意 を払 うよう

警告 を出 している。

5海 洋水位への影響

大気温度の上昇による影響は気候の変化や

農業地帯へのそれに止 まらない。 これらの問

題 と並んで,あ るいは場合 によってはそれ以

〔
9
。
「

(
,戸
ぐ

一

上に深刻な問題が海洋水位の上昇である。

1987年 までの測定デー タによれば過去100

年の間に約12cm海 面の水位が上昇 してお り,

現在 で も年0.2～0.3cmつ つ上昇が続いてい

る12)(図一6参 照)。 海洋水位の上昇は基本的

には海水 自身の体積の膨張と,高 緯度の氷河

や氷床が融解 し水量が増 えることの両方の原

因による。

最近のUNEP・WMO・ICSU合 同の

委員会において出された報告によれば,今 後

とも現状のペースで炭酸ガスが大気中に放出

されてい くとした場合,2020年 頃には高緯度

地帯,特 に北極圏の気温の上昇により地球の

海洋水位は現在 より50cm,2050年 には140cm上

昇するとされている。もっともNOAAの 真

言
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図一6近100年 の全 球 平 均 地 表気 温(△T)お よ

び平均 海水 面(△SL)の 上昇 傾 向
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鍋主任研究員の最近の報告では高緯度地帯で

も南極圏の方は気温の上昇量が少ないため,

結果的に海面の上昇 は70～80cm程 度になるで

あろうと発表されている。 しか し1m以 下 と

言えども海洋水位の上昇によって もたらされ

る影響は重大である。これは海に面 している

都市(世 界の大都市の大部分が港 を中心にし

て発達 して きた臨海都市である)に とっては

大変な問題である。例えば 日本の ように主要

な大都市が海に面 している国では台風 による

高潮,地 震による津波などによって著 じるし

い被害 を受けることが考えられる。 ましてや

国土の20%弱 が現在 の海抜0メ ー トル と言わ'

れているバングラデ ッシュのような国におい

ては,そ の社会的基盤の脆弱さを考 えに入れ

るとやがては悲劇的な事態を迎えることが予

想されるのである。

国連統計によれば海洋水位が1m上 昇す る

と東南アジアにおいては約3億 人がその生活

圏を失 うといわれている。

6炭 酸ガスの吸収 と固定

良 く知 られているように大気に放 出される

炭酸ガスの主な吸収先は海への溶解 と炭酸同

化作用によってこれ を取 り込む森林である。

海が莫大な容量 を持つ炭酸ガスの吸収 ・固定

先であることは広 く認められているところで

あるが,そ の吸収率(例 えば年間当たりの吸

収量)に ういては諸説があり学者の間でも評

価が分かれている。すなはち,炭 酸ガスに対

する海の溶解吸収率は現状がその限界である

とい う説 と能力的にもっと吸収 されてい くだ

ろうという説がある。又,海 の熱吸収,熱 移

動 メカニズムが未だ解明されていないことも

加わ り,海水の吸収量については定説がない。

一方の森林
,特 に熱帯樹林 を中心 とする植

生による吸収固定であるが,最 近の国連食料

農業機関(FAO)の 統計によると森林の伐

採 と伐採後の枝,根 などの腐食,森 林の焼失

及びかって森林 であった地域の地下部分 にお

ける有機物の分解などにより,吸 収されなく

なった,あ るいは放出され始めた炭酸ガスの

量は,植 林や植生域の拡大などにより回復 し

つつある吸収量よ り年間にして16億 トン(炭

素重量)上 回っているという。炭酸ガスの吸

収固定先 と期待されていた森林地域が今や膨

大な炭酸ガスの発生源に変わってしまってい

るのである。統計によれば化石燃料の消費に

より放出される炭酸ガスが年間にして52億 ト

ン(炭 素重量)で あるか ら,森 林地帯か ら放

出される量は大気に放出される炭酸ガス全体

の約24%を 占めることになるのである(なお,

森林地帯から放出される炭酸ガスの うち80%

は熱帯樹林の伐採 と中南米及びアフ リカにお

ける焼 き畑によるものである)。1960年頃の世

界の森林統計によれば地上 には約40億 ヘ クタ

ー以上の森林地帯があった。 しかし前出のF

AOの 最近の調査によれば,そ れは現在は28

億ヘ クタール以下 に減ってお り,し か もここ

数年は急激に減 り続けているという。

樹木は伐採された瞬間から三重,四 重の意

味で炭酸ガスの発生源になる。すなはち樹木

は伐採 された時点で炭酸同化作用が止 まるの

で炭酸ガスの固定化能力を失い,伐 採 された

樹木の大部分は,時 間的な遅れはあってもや

がては燃やされた り腐食したりして,固 定さ

れた炭酸ガスは大気中に放出されてい く。伐

採後の根や枝,残 材は腐食 して炭酸ガスを発

生 し,伐 採地域の土壌中の有機物は分解 して
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炭酸ガスを発生し始める。森林の伐採を制限

す ることが炭酸ガスの放出低減に如何に大 き

く寄与するかはこれか らも明 らかであろう。

7炭 酸ガス問題の対策

炭酸ガスの発生は基本的には太古以来人類

の営みそのものの結果であり,そ の発生は人

類が生存 している限 り続 くものである。 しか

し最近の膨大 ともいうべ き炭酸ガスの発生原

因は特 に米,ソ を中心 とした先進工業国の化

石燃料の大量消費によるものであ り,こ れに

発展途上国の森林,特 に熱帯樹林の広範囲に

わたる伐採が重なっての結果である。従って

理屈から言えば先進工業国の化石燃料の大量

消費を止め,発 展途上国の森林の伐採を止め

れば良いということになるのであるが,こ れ

も実施することは容易ではない。この問題 は

一国や特定の地域に限っての ことではないの

で,問 題解決のためには国際的な合意 と協調

が不可欠である。 しかしそれには社会体制,

経済力,エ ネルギー需給構造など国情の違い

による問題があり達成は容易でない。

現実問題 どして現在の先進工業国の国々の

エネルギー需給構造,発 展途上国の今後の工

業化指向,人 口の増加 と生活水準の向上意欲

を考慮すると,炭 酸ガスの大気放出を無 くす

ることは不可能であるばか りでな く,そ の放

出量全体を現状以下にすることさえ困難 と思

われる。先進国を中心にした国際的な討議の

場ではこのような状況 を打開するための対策

として,表 一3に 示すような提案が今 までに

出されているが,こ れを実行するためには,

明らかに先進国ばか りでなく発展途上国を含

めた全ての国の協力が必要である。環境問題

の難 しさは特に地球規模の問題の解決の難 し

さは,こ こにあると言える。

表一3炭 酸ガス放出量削減のための対策

(1)
火力発電,自 動車,空 調 ・暖冷房 などに

おける省エネル ギーの推進

(2)
エ ネル ギー利用 システムの効率向上

(熱効率,機 械的 ・電気的効率)

(3)
化石燃料需給構造の転換

(石炭,石 油から天然ガスへ)

(4) 森林,特 に熱帯樹林の伐採制限 と保護

(5)
発展途上国の農地 ・農業改良技術へ の協

力 と人 口抑制政策への協 力

(6)
新 エネルギー供給 システムの開発促進 と

実用化のための経済的支援措置

(7)
化石燃料 による発電か ら原子力 による発

電へ の転換

この炭酸ガス問題に対す る日本への国際的

な期待は極めて高い。それは我が国がNO。,

SO。 問題を始め とする大気汚染問題 に関す

る公害対策技術や省エネルギー技術の分野に

おいて先進工業国の中で最 も進んでいるか ら

である。従ってこの炭酸ガスの問題について

も近い将来,技 術的,経 済的な寄与(森 林資

源の保護や農業改良技術の指導など)を 果た

すことが国際的な場で求められて くるもの と

考えられる。特に炭酸ガスの大気放出削減あ

るいはその低減につながる技術については,

現在 日本が排出している炭酸ガスの量(世 界

全体の5%強)に 関係な く,そ の高い工業技

術に対する期待に加え,先 進工業国の責務 と

しても大 きな寄与が期待 されている。

8影 響が現われ る時期

各国の専門家の予測計算には多 くの前提条

件が含 まれてお り,そ の結果は必ずしも一致
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していないが,今後 とも現在の増加率1.3ppm

～1 .5ppm/年 で大気の炭酸ガスが増加 し続け

るとすれば,2050年 頃には産業革命前の炭酸

ガス濃度の二倍の濃度 となる。

そして現在 より平均気温で2℃ 上昇 した段

階で気候の変動は異常気象 という形で確実に

現われて来 るという。Edmonds,Reilly等 の予

測によれば炭酸ガスの濃度上昇だけによって

平均気温が2℃ 上昇 するのは2040年 頃であ

る。この予測の根拠 となっている炭酸ガスの

濃度に,前 述の微量ガスの寄与 を加 え併せ る

と,顕著な気候の変動は早ければ2010年 代 に,

遅 くとも2020年 代 には訪 れる とい う説 もあ

る。

9海 外の動 き

ここ数十年の大気中における炭酸ガスの異

常な増加が主に先進工業国における化石燃料

の大量消費と熱帯樹林の広範囲に亙る伐採に

よっていることは,統 計的にもまた宇宙衛星

からの観測データなどからも明らかなことと

なっており,国 際的な認識 も一致 している。

この国際的な認識が具体的な形 をとって最初

に 現 わ れ た の は1979年 にWMO(World

MeteorologicalOrganization;世 界気象機

関)が 創設 した 「世界気候計画」であろう。

この計画は4種 の計画から成っているが,そ

の内の一つに 「世界気候影響調査計画」 とい

うのがあり,こ の中でWMOはUNEPと 協

力 して炭酸ガス問題 に取 り組む こととなっ

た。しか し,最 初に炭酸ガスによる地球の温

暖化対策を考慮 した国際的な動 きは,炭 酸ガ

ス放出削減の対策ではな く先ず森林の保護 に

対するものから始まった。

1987年11月,イ タ リアのベラジオで開かれ

た 「将来の気候変動に対応する政策形成のた

めのワー クショップ」,通称ベラジオ会議 とよ

ばれるこの国際会議における 「提言」の中で

"森林伐採抑制対策 としての熱帯樹林行動計

画(TFAP;TropicalForestActionPlan)

の強力な推進"が うたわれた。

化石燃料の消費抑制 による炭酸ガスの低減

については1988年6月,カ ナダの トロン トに

おいて開かれた 「大気の変動に関する国際会

議」の 「提言」において始めて炭酸ガスの放

出削減 目標 と期限に関し定量的な提案がなさ

れた。それは(豊 かな)先 進国における炭酸

ガスの放出量を最終的には現状(1988年)の

50%に す ることを目標 に,当 面は2005年 まで

に現放出量の20%を 削減 しようというもので

ある。そしてこの うちの10%を 需要側の省エ

ネルギー努力で,残 りの10%を 供給側の熱効

率の向上努力 と燃料構成の転換により達成 し

ようというものである。

この一 ケ月後 の7月 には米国議会 にお い

て,炭 酸ガスの放出量を削減するための法案

がワース上院議員等42名 の連名で提出された

がその 目標は トロン ト 「提言」よりも厳 しい

内容の もので,"2000年 までに米国における炭

酸ガスの放出量 を現状 より20%削 減 し,2015

年 までに現状より50%削 減する"と いうもの

である。 この法案あるいは同種のスタッフォ

ー ド法案などが近い将来議会 においてそのま

ま立法化 されるかどうかは疑問であるが,現

在の米国大統領ブッシュ氏は環境問題 に対 し

ては極めて熱心な政治家であるので,こ れ ら

の提案 とは別に何 らかの施策 をまず米国内を

対象に行 うことが考 えられる。

1988年11月,ス イスのジュネー ブで 「WM
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0/UNEP政 府 間 パ ネ ル」IPCC(Inter-

governmentalPanelonClimateChange)が

開かれた。

ここでは地球温暖化の対応策 として単に炭

酸ガスの放出量を削減するということばか り

でな く,森 林の保護,土 地利用の改善策など

も盛 り込まれている。 また対策の対象 とす る

温室効果ガスも炭酸ガスだけでな く,フロン,

メタン,亜 酸化窒素,オ ゾンなど他の微量ガ

スも挙げ られてお り,内 容 も技術的な対策に

限定せず,法 的な規制に関するものも平行 し

て検討されることになった。IPCCで はこ

の会議の席上,こ れ らの対策のための活動 を

より具体化するため,内 部組織 として 「科学

的知見の評価 グループ」,「環境上及び社会的,

経済的影響の評価グループ」,「対応策の定式

化グループ」の三つのワーキング ・グループ

を設置し作業 を進めることにしてお り,こ れ

らグループの作業の成果は1990年11月 に予定

されている第2回 世界気候会議に反映され る

ことになっている。

このIPCCと ほぼ同 じ頃,西 独ハンブル

グにお いて国際環 境会議 ℃limateand

Development"が 開催 された。この国際会議

における宣言として主催者側が用意したハ ン

ブルグ宣言"TheHamburgManifesto"の 草

案(参 加者の同意が得 飯れなかったため,結

局 これは宣言として成立しなかったが)の 中

で,地 球の温暖化を抑制するための最大の方

策は炭酸ガスの放出削減であることを第一 に

強調 してお り,目 標 としてその放出量を2000

年 までに現状の30%,2015年 までに現状の50

%を 削減することを提案 している。これは「ト

ロント提言」あるいは 「ワース法案」で提示

されている削減 目標値 より,よ り厳 しいもの

である。これら提案された炭酸ガスの放出削

減量 を比較 したものを図一7に 示す。

10

全9

体8

放7

出6

率5

%
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図 一7

しか し,

はこの炭酸ガス放出削減手段の一つである森

林,特 に熱帯樹林の保護 と伐採制限に対 して,

森林地帯を持つ発展途上国の参加者か ら出さ

れたコメン トである。意見はいつれ もそれぞ

れの国情に基づ いて発言されたのであるが,

これらを聞いて思い起 こされるのは,『彼等は

生 きるために環境 を酷使 し,貧 しいが故に環

境 を破壊せ ざるを得 ないのだ』という言葉で

ある。これは1984年 国連に出来た 「環境 と開

発特別委員会」,一 般に「ブルン トラン ド委員

会」 と呼ばれている委員会が1987年 に提出し

た報告書"Ourcommonfuture"の 中の一文

であるが,事 態は改善 されるどころか,ま す

ます悪化の方向 をたどっていることが伺われ

た。

先進各国がこの炭酸ガスによる地球温暖化

の問題を如何 に重要 に捉えているか というこ

とは最近頻繁に行われている国際会議やその

際の 「提言」などからも明らかであるが,当

初 この炭酸ガスの問題 は米国が中心になって

論議がなされ対策が提案されてきた。米国は

19952GOO2005201020152020

1988年 中 に提案 され た炭 酸 ガ ス放 出量

の削減 目標(本 図 は筆者 が提 案 され た数

値 を基 に作 成 した もの で あって,図 その

もの は 公 け に作 成 さ れ た も の で は な

い。)

この 会 議 で特 に印 象 的 で あ っ た の
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炭酸ガス増加の結果 もたらされる影響,特 に

自国の農業生産地域への影響 と森林資源への

影響(米 国の国土の30%を 占めている森林地

帯に自生 している樹木の うちカエデやアメリ

カツゲなどは気温の上昇に耐 え切れず枯死す

ると言われている)及 び海洋水位の上昇 を強

く懸念 してお り,対 応 としてまず自国におけ

る炭酸ガス放出低減対策を率先して行なう姿

勢 を示 している。 これ と共にWMO(World

Meteorologica10rganization:世 界気 象機

関)あ るいはUNEP(UnitedNationEnviron-

mentPrograme;国 連環境保護計画),ICSU

(lnternationalCouncilofScientific

Unions;国 際学術連合)な どの国際機関を通

じて森林,特 に熱帯樹林の伐採制限 と発展途

上国における人口の抑制を重要な課題 として

訴えている。

国際的な場においてはイデオロギーの立場

の違いを越え,ソ 連 も同じ化石燃料の大量消

費国としてこの米国の考えに同調 している。

どちらか と言えばこの炭酸ガスによる地球温

暖化の問題では先進各国の足並を揃えること

は困難ではないが,そ の他の国々,特 に発展

途上国の同意 と協力を求めることが極めて困

難な状況にあると言えよう。

10発 展途上国の問題

エネルギー問題 と環境問題は深い繋が りが

ある。正 しくは環境問題の背景には常 にその

国の地域固有のエネルギー事情があると言 う

べ きかも知れない。

現在の世界は一部の先進工業国以外は,従

来の化石燃料による熱エネルギーの直接利用

か ら化石燃料による電気エネルギーの比重を

高めて生活向上 を志向 している国々,膨 大な

人口を抱え化石燃料以外 にエネルギー供給手

段 を持たない国々,あ るいは森林の伐採 ・輸

出を国の主な経済としている国々,森 林地帯

を切 り開き,焼 き畑農業以外に食料 を得 るこ

とが困難な国々,薪 を日々の主なエネルギー

源 とする零細な生活を強いられている人々の

多い国々などである。

国連の統計によれば現在は世界的なエネル

ギー危機にあるとい う。その内最 も不足 して

いるのは何億 もの人々の 日常の生活 を支 えて

いる薪であるという。統計はこれが世界で最

も深刻 なエネル ギー危機である と語 ってい

る。

「現在,ヒ マラヤ北方の女性の一 日に費や

す"薪 集め"の 時間は4～7時 間に も達する。

そ して毎 日の煮炊 きに必要な薪が十分 に手に

入 らないため食事 を一 日二回,日 によっては

一 日一回に している。また食べ物に充分火を

通さないで食べ させ るため乳幼児が消化不良

を起こし,栄 養摂取が不十分 なまま病死する

ケースが多い。(「破壊される熱帯林」より)

この引用例は,あ るいは世界のエネルギー

事情の現状を説明するのに適当なものではな

いか も知れない。 しか し現状のまま事態が放

置され,対 策が施 されない限 り,薪 を主なエ

ネルギーの供給手段 としている人々にとって

事情は似た ようなものになって行 くであろ

う。2000年 にはこのような状況で生活せ ざる

を得ない人々が20億 を越えると国連では予測

している。

この炭酸ガス問題の対策 を実施するために

はかかる生活環境 におかれている人々 も例外

に置 くわけには行かな くなるのである。

我々は炭酸ガス問題による危機 を訴え,環
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境保護の協力を求め ようとしている。 しかし

訴えるあるいは協力 を求める前に我々はその

対象 とされている国々のエネルギー事情 をど

うして も知 っておかな くてはならない。

発展途上国の森林の伐採はその国の人々に

とって生活の基礎そのもの となっているケー

スが多い。従 って炭酸ガス放出量の有効な削

減手段である森林の保護 を求め ることは彼等

の生活そのものを抑制することに直接結び付

くのである。地球の環境を保護する,あ るい

は気候の変動 を避けるという理由の基にエネ

ルギーの消費を抑え炭酸ガスの放出を抑制す

ることが出来るか も知れないのは,現 実問題

として一部の先進国だけなのである。

11対 策 の 展 望2)・3)

炭酸ガスについては近い将来,ま ず先進各

国に対 してその放出量(又 は削減量)に 関す

る値が設定 されることになるであろう。そし

てそれに引続いて,あ るいはそれ と平行 して

関係各国に対 し石炭など化石燃料の使用量制

限の勧告が出され,こ れは主 として発展途上

国になるであろうが,森 林の伐採制限の要求

が出て来 るであろう。しか し前述 した理由か

らその同意 を取 りつ けることは容易 ではな

い。この問題の解決のためには技術的な対策

とともに政治的な対策が必要であることは明

らかであるが,「 しようとすれば何 とか出来

る」国が 「したくても出来ない」国に協力を

要求 してみても,あ るいは対策の実行を迫っ

てみても問題 は容易に解決 しないであろう。

当面は先進各国の国際協定に基づ く炭酸ガス

の放出削減だけとなるであろう。炭酸ガス放

出量を削減するための施策 を強要すれば国際

的な炭酸ガス問題の解決のための場はそのま

炭

馨

最

皇
(丁鬼 人)

ポー ラン ド

英 国

日本

ロイ タ リア

ロ 中東

CarbonDloxideProductゆn

(bycountryandregion)

南 アジア

05001,0001,500

人 口(百 万人)

図 一一8国 又 は 地 域 ご との 人 口 とそ の 一 人 当 た りが 一 年 間 に 放 出 す る 炭 酸 ガ ス の 量

(炭 酸 ガ ス放 出 量 は炭 素 重 量(Ton)で 表 示)

出 典;P.HGIeick:GlobalClimaticChangesandGeopolitics,Pressureson

DevelopedandDevelopingCountries.
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ま南北問題討議の場 とな り,結 局は先進工業

国,発 展途上国それぞれの国民の生活水準を

どの辺に置 くかといった議論 になってい くこ

とと思われる。対策に関する国際的なコンセ

ンサスの見通 しは決 して明る くないのである。

特に発展途上国の中でも莫大な人口を抱え

ている中国 とイン ドを中心 とした南アジア地

域に対 しては,こ の問題に関して人 口の抑制

対策 を優先 して実施することが要求されるか

も知れない。この炭酸ガス問題で関係者が最

も憂慮 しているのは今後の中国 とイン ドそれ

にブラジルなど中南米の人口の増加動向であ

る。中で も中国の場合は人口が多いばか りで

な く国 として工業化を目指 しており,当 面そ

のためのエネルギー源 として石炭の大量使用

が考えられているからである。

図一一8は 国又は地域ごとの人口とその一人

当た りが一年間に放 出す る炭酸ガスの量を示

したものであるが,こ の図からも如何に中国

やイン ドの今後の動向が重大視されるように

なったかは明 らかであろう6)。

1980年 代の 「炭酸ガスによる問題」は1990

年代には 「炭酸ガスおよびその他の微量ガス

による温室効果問題」に変わってい くであろ

うが,何 れにしろ炭酸ガスの放出抑制 と削減

が対策の中心であることは変わらない。 しか

し最大の問題は対策のために残された時間が

多 くない ということである。影響が現れるの

は21世 紀であってもそのための対策は20世 紀

中(1990年 代)に 行わな くてはならないので

ある。

図一9は 化石燃料に対する政策上の措置に

よ り地球の気温の上昇時期 をどの程度延長出

来 るかを検討 したもので ある(Seideland

Keyes;Canwedelayagreenhousewarm.

ing?EPA(Sep.1983)よ り引 用)が,こ の

図 一一8,図 一9お よ び今 まで に公 表 され た文

2040年

2070年

2025年

シェィルオイルや合成燃料

の使用を禁止

石炭及びシェイルオイルの

全面的使用禁止

化石燃料に対し300%の

課税借置(世 界中1

図 一9政 策 上 の 措 置 に よ る地 球 平 均 気 温2℃

上 昇 時 期(2040年)の 延 長

出 典;SeidelandKeyes;Canwedelaya

greenhousewarming?EPA,Sep.1983

献,資 料で判断する限 り,炭 酸ガスを始めと

する微量ガスの温室効果による気温の上昇,

そしてそれによる地球の気候への影響は多か

れ少なかれ避けられないことと思われ る。従

って残されている選択は,地 球全体が過酷な

気象条件 と生活環境 を早期に迎 えるか,少 し

でも状況を緩やかなものにしてその到来 を遅

く迎えるか とい うことになるであろう。 もし

後者を選択 しようというのであれば,先 進工

業国の化石燃料の消費制限,エ ネルギー需給

構造の転換は当然のこととしても,発 展途上

国,特 に膨大な人口を抱えている中国や イン

ド,ま た広大な熱帯樹林 を有 しているブラジ
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ルや東南アジアの国々に対 して対策の協力を

求めて行かなくてはならないことは明らかで

ある。 しかしこれらの国々は恐らくその時点

においても,そ の為 に必要 とする経済力も,

あるいはエネルギー需給構造の構築に対する

技術力や社会的基盤 も有 していないと思われ

る。従 って最終的には日本 を始め とする先進

工業国がそれまでに築 きあげ蓄積 した技術や

資金を(場 合 によれば無償で)こ れらの国々

に与えることが必要 になるかもしれない。こ

のような発想は現在の世界の政治体制,経 済

体制 を考えると理想論 というより夢想論 と言

うべ きか も知れないが,し か しもしそれがこ

れ らの国々の先進国に対する協力の前提 とさ

れた場合,そ してそれ以外 に協力を得る道が

ないという状況になれば,こ の理想論は現実

論 に変わらざるを得ないであろうと思われる

のである。(こんたに けんいちろう 主管研

究員)
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日 時:11月29日(金)15:00～17:45

場 所:経 団連会 館(9階)ク リス タル ・ルー ム

議事 次 第

-
⊥

り
乙

0
0

昭和62年度事業報告および収支決算

昭和63年度事業計画および収支予算

「エネルギー利用と地球環境問題につい

て」(報告 大塚益比古エネルギー技術情

報センター長)

◇ 月例研究会開催

第56回 月例 研 究会

日 日寺:11月25日(金)14:00～16二 〇〇

場 所:大 和生命 ビル(22階)ス カ イ ホー ルA

議i題:

1.原 子 力発電 のPAに つ い て(資 源エ ネ ル

ギー庁 公益 事業 部 原子 力発 電課 長 横江

信 義 氏)

2.深 層 天然 ガ ス に関す る海外 動 向 につ い て

(プ ロ ジ ェ ク ト試 験 研 究部 主 管研 究 員

中野 重夫)

第57回 月例 研 究 会

日 時 二12月16日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13階)1303会 議 室

議 題:

RecentTopicsinRiskPerceptionStudies

(リ ス ク 認 識 に 関 す る最 近 の 研 究 動 向 一 公 衆

は リス ク を心 理 的 に ど う と ら え て い るか)(ワ

シ ン トン州 立 大 学 社 会 心 理 学Dr.Eugene

A.Rosa,Dr,RandallR.Kleinhesselink)

◇ 主なできごと

10月4日(火)

5日(水)

12日(水)

新シーズ委員会(第1回)開 催

軽油低硫黄化調査委員会(第1

回)開 催

無停電電源装置信頼性等評価委

貝会(第2回)開 催

21日(金)

25日(火)

27日(木)

11月7日(月)

8日(火)

24日(木)

12月5日(月)

8日(木)

12日(月)

23日(金)

SPS委 員会(第2回)開 催

新シーズン委員会(第2回)開

催

電源計画手法検討委員会(第4

回)開 催

電気 自動車用電池検討委員会

(第1回)開 催

FBR新 技術F/S検 討委員会

(第1回)開 催

石油コージェネレーションシス

テム最適化調査委員会(第2回)

開催

石油 トータルエネルギーシステ

ム普及推進調査委貝会(第2回)

運転自動化関連技術調査委員会

(第1回)開 催

新シーズ委貝会(第3回)開 催

分散型新発電技術実用化実証研

究調査委員会(第2回)開 催

電気 自動車用電池検討委貝会

(第2回)開 催

運転自動化関連技術調査委員会

(第2回)開 催

◇ そ の 他

拡 大ST部 会 の開催

日 時:昭 和63年12月7～8日 午 前9時 ～午

後5時

場 所:虎 ノ門パ ス トラル

概 要:ス ーパ ー コン ピュー タ利用 の現 状 と将

来一 シ ミュ レー シ ョン技術 の 高度化 に向け

て一 をテー マ と して,パ ネル デ ィス カ ッシ

ョン を含 む拡 大ST部 会 を行 った。

第3回 確 率論 的安 全 評価(PSA)に 関す る

国内 シ ンポ ジウ ムの開催

日 時:昭 和63年12月19～21日 午 前9時 ～午

後5時

場 所:虎 ノ門発 明会館 ホー ル

概 要:PSAの 応用,ヒ ュー マ ン ファ クター

と人 間信 頼 性解 析 等 を 内容 とす るPSAシ

ンポ ジウム を行 った。

海外出張
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(1)蓮 池 宏 研 究 貝 は,「 天 然 ガ ス 自 動 車 国 際 会 議

参 加 お よ び 天 然 ガ ス 自 動 車 開 発 利 用 動 向 調

査 」 の た め,10月19日 か ら11月3日 の 間,オ

ー ス トラ リア ,ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド,イ ン ドネ

シ ア に 出 張 し た 。

(2)白 江 孝 俊 主 任 研 究 員 は,「1988FuelCell

Seminar参 加 お よ び 燃 料 電 池 開 発 動 向 調 査 」

の た め,10月22日 か ら11月4日 の 間,ア メ リ

カ に 出 張 した 。

(3)紺 谷 健 一 朗 主 管 研 究 員 は,「 国 際 会 議:Cli-

mateandDevelopment参 加 お よ び エ ネ ル ギ

ー 環 境 問 題 調 査 」 の た め
,11月2日 か ら11月

17日 の 間,西 ドイ ツ,ス ウ ェー デ ン,イ ギ リ

ス に 出 張 し た。

(4)高 倉 毅 主 管 研 究 員 は,「ThegthInterna-

tionalElectricVehicleSymposium参 加 お

よ びEV開 発 動 向 調 査 」 の た め,11月12日 か

ら11月25日 の間,カ ナダ,ア メ リカ に出張 し

た。

(5)大 久保 克彦 主任 研究 貝 は,「高 度 負荷 集 中制

御 システム等 に関す る調査 」 のた め,11月12

日か ら11月27日 の間,ア メ リカ に出張 した。

(6)池 松 正樹 主任研 究員 は,「コー ジェネ レー シ

ョンシス テム に関す る調査 」 のた め,11月19

日か ら12月4日 の 間,イ ギ リス,ス ウェー デ

ン,ス イス,西 ドイツ,フ ランス に出張 した。

(7>太 田昭 司主任研 究員 は,「分散 型電 源 の系統

連 系 に関す る調査 」 の ため,11月20日 か ら12

月2日 の 間,ア メ リカ に出張 した。

(8)大 河 内一 男副 主席研 究 員 は,「地球 環境 問題

とエネ ル ギー政 策 に関す る調査 」 の ため,12

月6日 か ら12月16日 の 間,ア メ リカ に出張 し

た。
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